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基 本 項 目：「新時代沖縄」の到来

実 施 項 目：社会資本・産業基盤の整備

重点施策事業名：那覇港の整備（継続）

事 業 期 間：平成 14年度～

部 課 等 名：土木建築部 港湾課

１ 事業の目的・内容
那覇港の開発発展と利用の促進を図るため、那覇港管理組合において、国際流

通港湾化を目指す那覇港の整備等を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

那覇港の 1,230,361 1,211,194 ☆
整備 （ 39,903） （ 39,903） 最終予算額

1,228,917

執行率

98.6％

翌年度繰越額

14,659

不用額

3,064

1,098,633 １ 那覇港開発推 1,098,632 １ 那覇港開発推 最終予算額

進事業費 進事業費 1,098,633

・那覇港管理組合 ・那覇港管理組合 不用額

への母体負担金を への母体負担金を 1

交付する。 交付した。

14,584 ２ 那覇港におけ 11,887 ２ 那覇港におけ ☆
る人流・物流拠 る人流・物流拠 最終予算額

点港湾整備事業 点港湾整備事業 13,140

・沖縄振興特別推 ・沖縄振興特別推 不用額

進交付金の間接補 進交付金の間接補 1,253

助金を交付する。 助金を交付した。

117,144 ３ 沖縄振興公共 100,675 ３ 沖縄振興公共 最終予算額

（ 39,903） 投資交付金 （ 39,903） 投資交付金 117,144

（港湾課市町村 （港湾課市町村 翌年度繰越額

事業） 事業） 14,659

・沖縄振興公共投 ・沖縄振興公共投 不用額

資交付金の間接補 資交付金の間接補 1,810

助金を交付する。 助金を交付した。
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基 本 項 目：「新時代沖縄」の到来

実 施 項 目：社会資本・産業基盤の整備

重点施策事業名：中城湾港の整備（継続）

事 業 期 間：昭和47年度～令和13年度

部 課 等 名：土木建築部 港湾課

１ 事業の目的・内容
新港地区においては、関係市町村と連携しながら航路の拡充や産業支援港湾と

しての機能向上に取り組む。また、泡瀬地区においては、スポーツコンベンショ
ン拠点を形成し、沖縄本島中部東海岸地域の活性化を図るため、緑地等の港湾施
設整備を推進する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

中城湾港 5,609,478 4,339,528

の整備 (1,529,585） (1,510,121） 最終予算額

6,143,622

執行率

70.6％

翌年度繰越額

1,784,630

不用額19,464

最終予算額

803,933 １ 沖縄振興公共 799,401 １ 沖縄振興公共 806,077

（40,933） 投資交付金（港 （40,933） 投資交付金（港 翌年度繰越額

湾） 湾） 6,676

・泡瀬地区におい ・泡瀬地区におい 不用額

て、養浜、護岸工 て、養浜、護岸工 ０

事および環境監視 事および環境監視
調査等を行う。 調査等を行った。

最終予算額

4,805,545 ２ 社会資本整備 3,540,128 ２ 社会資本整備 5,337,545

(1,488,652) 総合交付金（泡 (1,469,188) 総合交付金（泡 翌年度繰越額

瀬工区） 瀬工区） 1,777,953

・県道20号線（泡 ・県道20号線（泡 不用額

瀬工区）の整備を 瀬工区）の整備を 19,464

行う。 行った。

３ 事業の効果/課題
(1) 沖縄振興公共投資交付金（港湾）
(2) 社会資本整備総合交付金（泡瀬工区)
効果： 泡瀬地区において、緑地等の港湾施設の整備により、スポーツコンベ

ンション拠点の形成が図られ、本島中部東海岸地域の活性化が期待され
る。

課題： 環境への配慮で施工期間が短い上に、国、県の多数の工事が輻輳し、
厳しい施工条件となっている。

３ 事業の効果/課題
(1) 那覇港開発推進事業費
(2) 那覇港における人流・物流拠点港湾整備事業事業
(3) 沖縄振興公共投資交付金（港湾課市町村事業）

効果： 那覇港の国際流通港湾としての機能強化、国際観光・リゾート産業の
振興、安らげる空間づくり、施設の安全性向上・災害対応力強化等の実
現が可能となる。

課題： 那覇港では、コンテナ貨物のうち、輸出（外国に向けて送り出すこと）
の約６割、移出（国内の他の地域へ送り出すこと）の約９割を空コンテ
ナがしめる片荷輸送となっている。そのため取扱貨物量の増大を目指し、
物流機能の高度化や付加価値型産業の集積を図る必要がある。

４ その他
那覇港の港湾管理については、沖縄県、那覇市及び浦添市を母体とした「那覇

港管理組合」（地方自治法上の一部事務組合）を設置し、港湾管理者として主体
的に事業を実施している。また、沖縄県は母体負担金全体の６割を拠出すること
により、那覇港整備事業を推進している。
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基 本 項 目：「新時代沖縄」の到来

実 施 項 目：社会資本・産業基盤の整備

重点施策事業名：中城湾港の整備（継続）

事 業 期 間：昭和47年度～令和13年度

部 課 等 名：土木建築部 港湾課

１ 事業の目的・内容
新港地区においては、関係市町村と連携しながら航路の拡充や産業支援港湾と

しての機能向上に取り組む。また、泡瀬地区においては、スポーツコンベンショ
ン拠点を形成し、沖縄本島中部東海岸地域の活性化を図るため、緑地等の港湾施
設整備を推進する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

中城湾港 5,609,478 4,339,528

の整備 (1,529,585） (1,510,121） 最終予算額

6,143,622

執行率

70.6％

翌年度繰越額

1,784,630

不用額19,464

最終予算額

803,933 １ 沖縄振興公共 799,401 １ 沖縄振興公共 806,077

（40,933） 投資交付金（港 （40,933） 投資交付金（港 翌年度繰越額

湾） 湾） 6,676

・泡瀬地区におい ・泡瀬地区におい 不用額

て、養浜、護岸工 て、養浜、護岸工 ０

事および環境監視 事および環境監視
調査等を行う。 調査等を行った。

最終予算額

4,805,545 ２ 社会資本整備 3,540,128 ２ 社会資本整備 5,337,545

(1,488,652) 総合交付金（泡 (1,469,188) 総合交付金（泡 翌年度繰越額

瀬工区） 瀬工区） 1,777,953

・県道20号線（泡 ・県道20号線（泡 不用額

瀬工区）の整備を 瀬工区）の整備を 19,464

行う。 行った。

３ 事業の効果/課題
(1) 沖縄振興公共投資交付金（港湾）
(2) 社会資本整備総合交付金（泡瀬工区)
効果： 泡瀬地区において、緑地等の港湾施設の整備により、スポーツコンベ

ンション拠点の形成が図られ、本島中部東海岸地域の活性化が期待され
る。

課題： 環境への配慮で施工期間が短い上に、国、県の多数の工事が輻輳し、
厳しい施工条件となっている。
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×基 本 項 目：「新時代沖縄」の到来

×実 施 項 目：社会資本・産業基盤の整備

×重点施策事業名：沖縄都市モノレール輸送力増強事業（継続）

×事 業 期 間：令和２年度～令和７年度

×部 課 等 名：土木建築部 都市計画・モノレール課

××１ 事業の目的・内容
沖縄都市モノレールの輸送力増強を図るため、２両編成車両を３両編成化する。

また、これと併せて車両基地の拡張を行う。

××２ 事業の実績 （単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

沖縄都市 2,961,405 936,136 最終予算額

モノレー (545,186) (539,204) 2,961,405

ル輸送力 執行率

増強事業 32％

翌年度繰越額

2,019,287

不用額

5,982

2,066,575 １ 沖縄都市モノ 720,450 １ 沖縄都市モノ 最終予算額

(430,356) レール輸送力増 (424,374) レ ー ル 輸 送 力 2,066,575

強事業 増強事業 翌年度繰越額

( 1 )新 車 両 基 地 設 (1 )新 車 両 基 地 設 1,340,143

計及び３両編成車 計及び３両編成車 不用額

製造、駅舎可動安 製造、駅舎可動安 5,982

全柵改修工事等の 全柵改修工事等の
実施。 実施。

894,830 ２ 沖縄都市モノ 215,686 ２ 沖縄都市モノ 最終予算額

(114,830) レール輸送力増 (114,830) レール輸送力増 894,830

強事業（インフ 強事業（インフ 翌年度繰越額

ラ部） ラ部） 679,144

( 1 )引 込 線 詳 細 設 (1 )引 込 線 詳 細 設
計及び下部工工事 計及び下部工工事
等の実施。 等の実施。

××３ 事業の効果/課題
×××(1) 沖縄都市モノレール輸送力増強事業
×××(2) 沖縄都市モノレール輸送力増強事業（インフラ部）
××××効果： 令和２年当初まで、乗客数の増加が顕著で最大乗車率が160%台を達成

するなど、着実に需要が伸びてきており、新型コロナウイルス感染症収
束後は、那覇空港第二滑走路の供用と相まって需要回復が見込まれるこ
とから、収束後の利用者のさらなる増加への対応が可能となる。

××××課題： インフラ部の整備に当たって、国が実施する赤嶺トンネル工事や沖縄
都市モノレール(株)が実施する新車両基地建設工事等、近接工事との綿
密な打合せの実施。

基 本 項 目：「新時代沖縄」の到来

実 施 項 目：社会資本･産業基盤の整備

重点施策事業名：本部港の整備（継続）

事 業 期 間：平成８年度～令和４年度

部 課 等 名：土木建築部 港湾課

１ 事業の目的・内容
本部港（本部地区）は国際旅客船拠点形成港湾に指定されたことを受けて、

クルーズ船寄港対応可能な港湾整備を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

本部港の 1,518,530 １ 港湾改修費 1,022,173 １ 港湾改修費 最終予算額

整備 （854,530） ・ 岸 壁 整 備 を 行 （837,300） ・岸壁の整備を行 1,518,530

う。 った。 執行率

67.3％

翌年度繰越額

479,127

不用額

17,230

３ 事業の効果/課題
(1) 港湾改修費

効果： 船舶の安全性や定時性が確保され、県民が安心した生活を送ることが
できる。また、港湾利用者の利便性が向上し、観光振興及び産業振興に
寄与することができる。

課題： クルーズ船の寄港促進に向け、引き続き関係機関との調整を進めてい
く必要がある。
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×基 本 項 目：「新時代沖縄」の到来

×実 施 項 目：社会資本・産業基盤の整備

×重点施策事業名：沖縄都市モノレール輸送力増強事業（継続）

×事 業 期 間：令和２年度～令和７年度

×部 課 等 名：土木建築部 都市計画・モノレール課

××１ 事業の目的・内容
沖縄都市モノレールの輸送力増強を図るため、２両編成車両を３両編成化する。

また、これと併せて車両基地の拡張を行う。

××２ 事業の実績 （単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

沖縄都市 2,961,405 936,136 最終予算額

モノレー (545,186) (539,204) 2,961,405

ル輸送力 執行率

増強事業 32％

翌年度繰越額

2,019,287

不用額

5,982

2,066,575 １ 沖縄都市モノ 720,450 １ 沖縄都市モノ 最終予算額

(430,356) レール輸送力増 (424,374) レ ー ル 輸 送 力 2,066,575

強事業 増強事業 翌年度繰越額

( 1 )新 車 両 基 地 設 (1 )新 車 両 基 地 設 1,340,143

計及び３両編成車 計及び３両編成車 不用額

製造、駅舎可動安 製造、駅舎可動安 5,982

全柵改修工事等の 全柵改修工事等の
実施。 実施。

894,830 ２ 沖縄都市モノ 215,686 ２ 沖縄都市モノ 最終予算額

(114,830) レール輸送力増 (114,830) レール輸送力増 894,830

強事業（インフ 強事業（インフ 翌年度繰越額

ラ部） ラ部） 679,144

( 1 )引 込 線 詳 細 設 (1 )引 込 線 詳 細 設
計及び下部工工事 計及び下部工工事
等の実施。 等の実施。

××３ 事業の効果/課題
×××(1) 沖縄都市モノレール輸送力増強事業
×××(2) 沖縄都市モノレール輸送力増強事業（インフラ部）
××××効果： 令和２年当初まで、乗客数の増加が顕著で最大乗車率が160%台を達成

するなど、着実に需要が伸びてきており、新型コロナウイルス感染症収
束後は、那覇空港第二滑走路の供用と相まって需要回復が見込まれるこ
とから、収束後の利用者のさらなる増加への対応が可能となる。

××××課題： インフラ部の整備に当たって、国が実施する赤嶺トンネル工事や沖縄
都市モノレール(株)が実施する新車両基地建設工事等、近接工事との綿
密な打合せの実施。
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モノレール株式会社の財務状況は厳しい状況となっている。同社は、経
営安定化に取り組む必要があるが、県及び関係機関は同社の経営見通し
の検証等を定期的に行い、必要な支援の検討を行う

(2) 都市モノレール多言語化事業
効果： 多言語によるモノレール沿線のガイドブックや案内サイン等の整備に

より、国内外の観光客の利便性が向上し、県が目指す国際的で質の高い
観光・リゾート地の実現につながる受け入れ体制を整備することができ
た。

課題： 新型コロナウイルス感染症収束後を見据え、モノレール車内等の混雑
緩和等の取組も進めていく。

基 本 項 目：「新時代沖縄」の到来

実 施 項 目：社会資本・産業基盤の整備

重点施策事業名：利便性の高い公共交通ネットワークの構築（継続）

事 業 期 間：平成19年度～

部 課 等 名：土木建築部 都市計画・モノレール課

１ 事業の目的・内容
沖縄都市モノレールの利用促進を図るための諸事業を実施するとともに沖縄都市

モノレール株式会社の健全経営を支援する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

利便性の 116,483 52,500 ☆
高い公共 (18,800) (18,800) 最終予算額

交通ネッ 116,483
トワーク 執行率
の構築 45.0％

翌年度繰越額

59,600
不用額

4,383

97,503 １ 都市モノレー 33,521 １ 都市モノレー 最終予算額

(18,800) ル建設推進事業費 (18,800) ル建設推進事業費 97,503
・沖縄都市モノレ ・沖縄都市モノレ 翌年度繰越額

ール㈱が行う３両 ール㈱が行う３両 59,600
化導入加速化事業 化導入加速化事業 不用額
に係るインフラ外 に係るインフラ外 4,382
整備に対し貸し付 整備に対し貸し付
けを行う。 けを行った。

18,980 ２ 都市モノレー 18,979 ２ 都市モノレー ☆
ル多言語化事業 ル多言語化事業 最終予算額

・モノレール沿線 ・モノレール沿線 18,980
の多言語ガイドブ の多言語ガイドブ 不用額
ックの内容更新及 ックの内容更新及 1
び駅周辺の多言語 び駅周辺の多言語
案内サインの更新 案内サインの更新
を行う。 を行った。

３ 事業の効果/課題
(1) 都市モノレール建設推進事業

効果： 県等が沖縄都市モノレール株式会社に貸し付けを行うことで、３両化
導入加速化事業を円滑に推進することができた。

課題： 昨年に引き続き、新型コロナウイルス感染症の影響により、沖縄都市
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モノレール株式会社の財務状況は厳しい状況となっている。同社は、経
営安定化に取り組む必要があるが、県及び関係機関は同社の経営見通し
の検証等を定期的に行い、必要な支援の検討を行う

(2) 都市モノレール多言語化事業
効果： 多言語によるモノレール沿線のガイドブックや案内サイン等の整備に

より、国内外の観光客の利便性が向上し、県が目指す国際的で質の高い
観光・リゾート地の実現につながる受け入れ体制を整備することができ
た。

課題： 新型コロナウイルス感染症収束後を見据え、モノレール車内等の混雑
緩和等の取組も進めていく。
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4,754,143 ４ 沖縄振興公 3,526,310 ４ 沖 縄 振 興 公 最終予算額

(1,844,854) 共投資交付金 (1,843,112) 共 投 資 交 付 金 4,728,943
事業費（街路） 事業費（街路) 翌年度繰越額

・真地久茂地線 ・ 当 初 計 画 の う 1,109,707
外一線ほか21箇 ち 2 0箇 所 執 行 し 不用額
所 た。 92,926

３ 事業の効果/課題
(1) 地域連携道路事業費（地域高規格道路）

効果： 南部東道路は、南城市知念・佐敷・玉城・大里から南風原町を経由し、
那覇空港自動車道に連結させることで、定時・定速を確保し、那覇市ま
での30分圏の確立を図り、地域住民に都市的サービスを提供すると共に
行動圏の拡大を図り、南部圏域の振興を支援することが期待できる。

課題： 用地取得において、単価や補償内容不満・相続関係人多数等で交渉に
相当な時間を要している。

(2) 高規格ＩＣアクセス道路整備事業費
効果： 幸地インター線は、てだこ浦西駅まで延長された沖縄都市モノレール

と沖縄自動車道を連結する道路であり、公共交通ネットワークの形成を
図ることで自動車交通から公共交通への転換を促進し、那覇都市圏の交
通渋滞緩和に大きく寄与するとともに、沖縄本島中北部から那覇都市圏
へのアクセス性向上に資することが期待できる。

課題： 用地取得において、相続関係人多数等で交渉に相当な時間を要してい
る。

(3) 社会資本整備総合交付金（道路）
効果： 本事業を実施することにより、道路のアンバランスな使われ方の解消、

深刻な交通渋滞の緩和、高速道路ＩＣまでのアクセス時間短縮等が期待
できる。

課題： 用地取得において、単価や補償内容不満・相続関係人多数で交渉に相
当な時間を要している。

(4) 沖縄振興公共投資交付金（街路）
効果： 体系的な幹線道路ネットワークの構築等により、渋滞緩和による道路

交通の円滑化や、地域間移動等における利便性が向上する。
課題： 用地取得にあたり、単価や補償内容不満、相続関係人多数などの場合

には、交渉に相当な時間を要している。

基 本 項 目：「新時代沖縄」の到来

実 施 項 目：社会資本・産業基盤の整備

重点施策事業名：ハシゴ道路等ネットワークの構築（継続）

事 業 期 間：平成２年度～

部 課 等 名：土木建築部 道路街路課

１ 事業の目的・内容
南部東道路、浦添西原線等の幹線道路の整備を推進し、本島南北軸・東西軸

を有機的に結ぶ幹線道路網(ハシゴ道路等ネットワーク)の構築を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

ハシゴ道 16,131,709 9,556,921 最終予算額

路等ネッ (5,466,394) (5,422,829) 14,774,517
トワーク 執行率
の構築 64.7％

翌年度繰越額

5,109,558
不用額
108,038

4,386,553 １ 地域連携道 2,508,253 １ 地 域 連 携 道 最終予算額

(1,386,553) 路事業費 (1,386,552) 路事業費 4,356,553
（地域高規格 （ 地 域 高 規 格 翌年度繰越額

道路） 道路） 1,848,300
・ 南 部 東 道 路 ・ 当 初 計 画 の と

おり 執行 した 。

2,876,569 ２ 高規格ＩＣ 1,294,245 ２ 高 規 格 Ｉ Ｃ 最終予算額

(756,569) アクセス道路 (756,569) ア ク セ ス 道 路 2,106,569
整備事業 整備事業 翌年度繰越額

・幸地インター線 ・ 当 初 計 画 の と 812,324
おり 執行 した 。

4,114,444 ３ 社会資本整 2,228,113 ３ 社 会 資 本 整 最終予算額

(1,478,418) 備総合交付金 (1,436,596) 備 総 合 交 付 金 3,582,452
（道路） （道路） 翌年度繰越額

・那覇北中城線 ・ 当 初 計 画 の と 1,339,227
（幸地～翁長） おり執行した。 不用額
ほか８箇所 15,112
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4,754,143 ４ 沖縄振興公 3,526,310 ４ 沖 縄 振 興 公 最終予算額

(1,844,854) 共投資交付金 (1,843,112) 共 投 資 交 付 金 4,728,943
事業費（街路） 事業費（街路) 翌年度繰越額

・真地久茂地線 ・ 当 初 計 画 の う 1,109,707
外一線ほか21箇 ち 2 0箇 所 執 行 し 不用額
所 た。 92,926

３ 事業の効果/課題
(1) 地域連携道路事業費（地域高規格道路）

効果： 南部東道路は、南城市知念・佐敷・玉城・大里から南風原町を経由し、
那覇空港自動車道に連結させることで、定時・定速を確保し、那覇市ま
での30分圏の確立を図り、地域住民に都市的サービスを提供すると共に
行動圏の拡大を図り、南部圏域の振興を支援することが期待できる。

課題： 用地取得において、単価や補償内容不満・相続関係人多数等で交渉に
相当な時間を要している。

(2) 高規格ＩＣアクセス道路整備事業費
効果： 幸地インター線は、てだこ浦西駅まで延長された沖縄都市モノレール

と沖縄自動車道を連結する道路であり、公共交通ネットワークの形成を
図ることで自動車交通から公共交通への転換を促進し、那覇都市圏の交
通渋滞緩和に大きく寄与するとともに、沖縄本島中北部から那覇都市圏
へのアクセス性向上に資することが期待できる。

課題： 用地取得において、相続関係人多数等で交渉に相当な時間を要してい
る。

(3) 社会資本整備総合交付金（道路）
効果： 本事業を実施することにより、道路のアンバランスな使われ方の解消、

深刻な交通渋滞の緩和、高速道路ＩＣまでのアクセス時間短縮等が期待
できる。

課題： 用地取得において、単価や補償内容不満・相続関係人多数で交渉に相
当な時間を要している。

(4) 沖縄振興公共投資交付金（街路）
効果： 体系的な幹線道路ネットワークの構築等により、渋滞緩和による道路

交通の円滑化や、地域間移動等における利便性が向上する。
課題： 用地取得にあたり、単価や補償内容不満、相続関係人多数などの場合

には、交渉に相当な時間を要している。
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基 本 項 目：沖縄らしいやさしい社会の構築

実 施 項 目：地域力の向上・くらしの向上

重点施策事業名：沖縄らしい風景づくり促進事業（継続）

事 業 期 間：平成24年度～令和13年度

部 課 等 名：土木建築部 都市計画・モノレール課

１ 事業の目的・内容
普遍的観光資源である沖縄独特の風景・まちなみ景観の保全・創出を図るため、

沖縄らしい風景づくりに必要な人材育成や良質な公共空間の創出に向けた取り組
みを行い、市町村における景観地区の指定等を促進する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

沖縄らし 12,825 １ 沖縄らしい 10,241 １ 沖縄らしい ☆
い風景づ 風景づくり促 風 景 づ く り 最終予算額

くり促進 進事業 促進事業 12,825
事業 執行率

・地域の景観向 ・地域人材育成 79.9％
上ヘの取り組み は新型コロナウ 不用額
をリードする地 イルス感染症の 2,584
域人材育成を実 影響により実施
施 す る 。（ 3 0 0 を見送った。
人（６地区））

・景観評価シス ・景観評価シス
テム本格運用に テム本格運用に
より景観配慮設 より景観配慮設
計等を行う。（1 計等を行った。
0件） （10件）

３ 事業の効果/課題
(1) 沖縄らしい風景づくり促進事業

効果： 沖縄の歴史・文化を感じるまちなみを形成することにより、住民が地
域に誇りと愛着を持ち、地域コミュニティの活性化が見込まれる。

課題： 地域住民の景観への関心を高めるため、地元市町村及び実施地区と連
携を図りながら、各地区でコロナ禍でも取組可能な景観形成に向けた活
動やワークショップ等を開催し、地域景観協議会等の設立に向けて引き
続き取り組む必要がある。

基 本 項 目：「新時代沖縄」の到来

実 施 項 目：社会資本・産業基盤の整備

重点施策事業名：渋滞ボトルネック対策（継続）

事 業 期 間：平成29年度～

部 課 等 名：土木建築部 道路街路課

１ 事業の目的・内容
本県における慢性的な交通渋滞の緩和に向けて、沖縄地方渋滞対策推進協議会

にて特定された主要渋滞箇所において、道路整備に伴う交差点改良とともに、短
期的に実施可能な渋滞対策を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

渋滞ボト 406,475 １ 沖縄振興公 328,982 １ 沖 縄 振 興 公 最終予算額

ルネック （166,643） 共投資交付金 （166,643） 共 投 資 交 付 金 409,475
対策 （道路） （道路） 執行率

・本島内北部、 ・ 当 初 計 画 の う 80.3％
中部、南部の渋 ち 中 部 及 び 南 部 翌年度繰越額

滞対策 を執行した。 80,493

３ 事業の効果/課題
(1) 沖縄振興公共投資交付金（道路）
効果： 当該事業を実施することにより、深刻な渋滞の緩和が期待できる。
課題： 交通量の多い交差点内の改良を行うため、夜間工事や苦情対応など現

場の施工条件が厳しいことから不調や不落となることがある。
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基 本 項 目：沖縄らしいやさしい社会の構築

実 施 項 目：地域力の向上・くらしの向上

重点施策事業名：沖縄らしい風景づくり促進事業（継続）

事 業 期 間：平成24年度～令和13年度

部 課 等 名：土木建築部 都市計画・モノレール課

１ 事業の目的・内容
普遍的観光資源である沖縄独特の風景・まちなみ景観の保全・創出を図るため、

沖縄らしい風景づくりに必要な人材育成や良質な公共空間の創出に向けた取り組
みを行い、市町村における景観地区の指定等を促進する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

沖縄らし 12,825 １ 沖縄らしい 10,241 １ 沖縄らしい ☆
い風景づ 風景づくり促 風 景 づ く り 最終予算額

くり促進 進事業 促進事業 12,825
事業 執行率

・地域の景観向 ・地域人材育成 79.9％
上ヘの取り組み は新型コロナウ 不用額
をリードする地 イルス感染症の 2,584
域人材育成を実 影響により実施
施 す る 。（ 3 0 0 を見送った。
人（６地区））

・景観評価シス ・景観評価シス
テム本格運用に テム本格運用に
より景観配慮設 より景観配慮設
計等を行う。（1 計等を行った。
0件） （10件）

３ 事業の効果/課題
(1) 沖縄らしい風景づくり促進事業

効果： 沖縄の歴史・文化を感じるまちなみを形成することにより、住民が地
域に誇りと愛着を持ち、地域コミュニティの活性化が見込まれる。

課題： 地域住民の景観への関心を高めるため、地元市町村及び実施地区と連
携を図りながら、各地区でコロナ禍でも取組可能な景観形成に向けた活
動やワークショップ等を開催し、地域景観協議会等の設立に向けて引き
続き取り組む必要がある。
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：世界に誇る沖縄の自然環境を守る

重点施策事業名：沖縄フラワークリエイション事業（継続）

事 業 期 間：平成24年度～令和13年度

部 課 等 名：土木建築部 道路管理課

１ 事業の目的・内容
沖縄らしい風景街づくりの観点から、花木等を設置し、重点管理を行うことで

観光地沖縄をアピールする

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

沖縄フラ 370,993 １ 沖縄フラワー 370,844 １ 沖縄フラワー ☆
ワークリ クリエイション クリエイション 最終予算額

エイショ 事業 事業 370,993
ン事業 ・ 4 1 路 線 に つ い ・ 4 1 路 線 に つ い 執行率

て、草花や花木等 て、草花や花木等 99.9％
による緑化を実施 による緑化を実施 不用額
し、良好な空間を し、良好な空間を 149
創出する。 創出した。

３ 事業の効果/課題
(1) 沖縄フラワークリエイション事業

効果： 本事業は平成24年度から道路の景観向上を目的として取り組んでおり、
草花等のある良好な道路空間に対する観光客の満足度については、アン
ケート調査の結果92.4％と高い満足度が得られている。

課題： 草花や花木等は気象条件や環境に影響を受けやすく、台風時の対応や
鉢の品質向上と維持に課題があり、適切かつ効率的な管理技術の向上に
取り組む必要がある。

基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：地域力の向上・くらしの向上

重点施策事業名：生活に密着した道路整備事業（県管理道路）（継続）

事 業 期 間：平成７年度～

部 課 等 名：土木建築部 道路街路課

１ 事業の目的・内容
狭い道路幅員の改築や安心して歩ける歩道の設置など、地域の特性を踏まえつ

つ、生活基盤の充実・強化を図るため、安全で快適な道路空間を創出する整備を
行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

生活に密 5,002,548 １ 沖 縄 振 興 公 3,551,782 １ 沖 縄 振 興 公 最終予算額

着した道 (1,910,335） 共投資交付金 (1,898,015） 共投資交付金 4,989,548
路整備事 事業費（道路） 事業費（道路） 執行率
業（県管 ・名護本部線ほ ・当初計画のう 71.2％
理道路） か26箇所 ち22箇所執行し 翌年度繰越額

た。 1,437,766

３ 事業の効果/課題
(1) 沖縄振興公共投資交付金（道路）

効果： 当該事業を実施することにより、道路幅員の拡幅や、歩道の設置等の
生活基盤の充実や強化が期待できる。

課題： 用地取得において、単価や補償内容不満・相続関係人多数で交渉に相
当な時間を要している。
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：世界に誇る沖縄の自然環境を守る

重点施策事業名：沖縄フラワークリエイション事業（継続）

事 業 期 間：平成24年度～令和13年度

部 課 等 名：土木建築部 道路管理課

１ 事業の目的・内容
沖縄らしい風景街づくりの観点から、花木等を設置し、重点管理を行うことで

観光地沖縄をアピールする

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

沖縄フラ 370,993 １ 沖縄フラワー 370,844 １ 沖縄フラワー ☆
ワークリ クリエイション クリエイション 最終予算額

エイショ 事業 事業 370,993
ン事業 ・ 4 1 路 線 に つ い ・ 4 1 路 線 に つ い 執行率

て、草花や花木等 て、草花や花木等 99.9％
による緑化を実施 による緑化を実施 不用額
し、良好な空間を し、良好な空間を 149
創出する。 創出した。

３ 事業の効果/課題
(1) 沖縄フラワークリエイション事業

効果： 本事業は平成24年度から道路の景観向上を目的として取り組んでおり、
草花等のある良好な道路空間に対する観光客の満足度については、アン
ケート調査の結果92.4％と高い満足度が得られている。

課題： 草花や花木等は気象条件や環境に影響を受けやすく、台風時の対応や
鉢の品質向上と維持に課題があり、適切かつ効率的な管理技術の向上に
取り組む必要がある。
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な特色を生かした観光・リゾート産業の振興及びレクリエーション活動
並びに地域活性化の支援など県民の多様なニーズに対応した公園を整備
できる。

課題： 公園整備を行うにあたり公園予定地の用地確保が必要となるが、用地
取得や物件補償において、事業への理解が得られないことや代替地が確
保できない等により地権者の協力が得られないため、契約に至るまでの
交渉に長期間を要している。

(2) 公園費（公共投資交付金）
効果： 災害時の避難場所や自然・歴史・文化などの特色を生かした観光産業、

レクリエーション活動など子供や高齢者をはじめ誰でもが安全で安心し
て利用できる公園を整備できる。

課題： 公園施設の改築工事は小規模な工事が多いことから、複数工事箇所の
一括発注や他事業との合併発注など、不調・不落にならない発注方法を
工夫する必要がある。

(3) 沖縄振興公共投資交付金（都市公園課市町村事業）
効果： 災害時の避難場所や自然・歴史・文化などの特色を生かした観光産業、

レクリエーション活動など子供や高齢者をはじめ誰でもが安全で安心し
て利用できる公園を整備できる。

課題： 用地取得や物件補償において、事業への理解が得られないことや代替
地が確保できない等により地権者の協力が得られないため、契約に至る
までの交渉に長期間を要している。

また、老朽化した公園施設の改築・更新も必要であることから、効率
的な執行計画が課題となる。

４ その他
・ 公園費（社会資本交付金）の県営都市公園６箇所とは、沖縄県総合運動公

園、中城公園、浦添大公園、首里城公園、平和祈念公園、宮古広域公園であ
る。

・ 公園費（公共投資交付金）の県営都市公園４箇所とは、名護中央公園、奥
武山公園、海軍壕公園、バンナ公園である。

基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：世界に誇る沖縄の自然環境を守る

重点施策事業名：都市公園整備事業（継続）

事 業 期 間：昭和47年度～

部 課 等 名：土木建築部 都市公園課

１ 事業の目的・内容
災害時の避難場所、環境緑化や自然の保全、緑とふれあう憩いの場所を創出し、

レクリエーション活動の場としての都市公園整備を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

都市公園 3,881,510 3,058,042 最終予算額

整備事業 (1,080,020) (1,059,522) 3,853,147

執行率
79.4％

翌年度繰越額

764,787

不用額
30,319

3,154,789 １ 公園費（社 2,495,815 １ 公園費（社会 最終予算額

(973,571) 会資本交付金） (956,422) 資本交付金） 3,127,310

・県営公園６箇所 ・県営公園６箇所 翌年度繰越額

について公園整備 について公園整備 607,483

を実施する。 を実施した。 不用額
24,013

215,097 ２ 公園費（公 123,163 ２ 公園費（公 最終予算額

(22,609) 共投資交付金） (19,260) 共投資交付金） 214,797

・県営公園４箇所 ・県営公園４箇所 翌年度繰越額

について公園施設 について公園施設 85,328

の改築等を実施す の改築等を実施し 不用額
る。 た。 6,306

511,624 ３ 沖縄振興公共 439,064 ３ 沖縄振興公共 最終予算額

(83,840) 投資交付金（都 (83,840) 投資交付金（都 511,040

市公園課市町村 市公園課市町村 翌年度繰越額

事業） 事業） 71,976

・市町村への補助 ・市町村への補助 不用額
を 行 う （ 1 3 市 町 を行った（13市町 0
村）。 村）。

３ 事業の効果/課題
(1) 公園費（社会資本交付金）

効果： 災害時の避難場所や自然との共生や歴史・文化など地方部の風光明媚
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な特色を生かした観光・リゾート産業の振興及びレクリエーション活動
並びに地域活性化の支援など県民の多様なニーズに対応した公園を整備
できる。

課題： 公園整備を行うにあたり公園予定地の用地確保が必要となるが、用地
取得や物件補償において、事業への理解が得られないことや代替地が確
保できない等により地権者の協力が得られないため、契約に至るまでの
交渉に長期間を要している。

(2) 公園費（公共投資交付金）
効果： 災害時の避難場所や自然・歴史・文化などの特色を生かした観光産業、

レクリエーション活動など子供や高齢者をはじめ誰でもが安全で安心し
て利用できる公園を整備できる。

課題： 公園施設の改築工事は小規模な工事が多いことから、複数工事箇所の
一括発注や他事業との合併発注など、不調・不落にならない発注方法を
工夫する必要がある。

(3) 沖縄振興公共投資交付金（都市公園課市町村事業）
効果： 災害時の避難場所や自然・歴史・文化などの特色を生かした観光産業、

レクリエーション活動など子供や高齢者をはじめ誰でもが安全で安心し
て利用できる公園を整備できる。

課題： 用地取得や物件補償において、事業への理解が得られないことや代替
地が確保できない等により地権者の協力が得られないため、契約に至る
までの交渉に長期間を要している。

また、老朽化した公園施設の改築・更新も必要であることから、効率
的な執行計画が課題となる。

４ その他
・ 公園費（社会資本交付金）の県営都市公園６箇所とは、沖縄県総合運動公

園、中城公園、浦添大公園、首里城公園、平和祈念公園、宮古広域公園であ
る。

・ 公園費（公共投資交付金）の県営都市公園４箇所とは、名護中央公園、奥
武山公園、海軍壕公園、バンナ公園である。
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設等の復元に関す 設等の復元に関す 355,743

る 事 業 を 実 施 す る 事 業 を 実 施 し 不用額

る。 た。 46,552

３ 事業の効果/課題
(1) 首里城復興基金積立金

効果： 寄附金を首里城復興基金へ積み立てることで、寄附金を活用した県民
等との連携・協働による復元事業を計画的に進めることができる。

課題： 基金残高の適正な管理により、着実な寄附金の活用につなげる必要が
ある。

(2) 首里城復旧・復興事業
効果： 首里城公園の防災機能強化と徹底した管理体制が構築され、安全安心

な公園の利用運営が図られる。歴史まちづくりの推進など首里城復興の
取り組みを推進することで、首里城公園の魅力を高め、利用者満足度の
向上や、琉球の歴史文化への関心が高まる。

課題： 県は、首里城復興基本計画に基づき、首里城復元工事に連動した公園
全体の防災機能向上に取り組む必要がある。また、首里城公園の魅力向
上や、周辺地域のまちづくり推進、見せる復興などに関係機関と連携し
て取り組む必要がある。

(3) 首里城公園活性化推進事業
効果： 首里城に関する情報発信及び施設利便性の向上や復興イベントを通じ

て、首里城復旧・復興に向けた機運の向上に繋がる。
課題： 首里城復興に係る事業との整合性の確認や情報共有を適宜行う必要が

ある。

(4) 首里城復興基金事業
効果： 国と協議済の事業について、県に寄せられた寄附金を、首里城正殿等

の象徴部など目につきやすい箇所に充当することで、令和８年度の首里
城正殿の復元を目指すことができる。

課題： 国の首里城正殿等の復元工程に支障が出ないよう、関係者間で密に調
整を行い、計画的に発注を行う必要がある。

４ その他
・国と協議済の事業とは、「正殿の木材に関する事業」、「正殿の赤瓦調達に関

する事業」、「扁額などの室内装飾の復元に関する事業」である。

基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：歴史と誇りある伝統文化の継承と発展

重点施策事業名：首里城復興整備事業（継続）

事 業 期 間：令和２年度～

部 課 等 名：土木建築部 首里城復興課

１ 事業の目的・内容
国等各関係機関と調整し、首里城復旧・復興に向けた事業を実施する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

首里城復 1,722,607 897,663 ☆
興整備事 (148,478) (141,474) 最終予算額

業 1,365,107

執行率

65.8％

翌年度繰越額

407,450

不用額

59,994

0 １ 首里城復興基 431,820 １ 首里城復興基 最終予算額

金積立金 金積立金 434,000

・首里城復興のた ・寄附金を基金へ 不用額

め国内外から寄せ 積み立てた。 2,180

られた寄附金を基
金へ積み立てる。

58,266 ２ 首里城復旧・ 12,823 ２ 首里城復旧・ 最終予算額

復興事業 復興事業 56,766

・首里城公園の管 ・首里城公園の管 翌年度繰越額

理体制構築検討、 理体制構築検討、 43,825

首里杜地区整備検 首里杜地区整備検 不用額

討、中城御殿整備 討、中城御殿整備 118

検討を実施する。 検討を実施した。

214,478 ３ 首里城公園活 195,452 ３ 首里城公園活 ☆
(148,478) 性化推進事業 (141,474) 性化推進事業 最終予算額

・首里城に関する ・ 情 報 発 信 の 強 214,478

情報発信及び利便 化、首里杜館利便 翌年度繰越額

性の向上や復興イ 性向上の検討・設 7,882

ベントを実施す 計に取り組み、首 不用額

る。 里城復興イベント 11,144

を実施した。

1,449,863 ４ 首里城復興基 257,568 ４ 首里城復興基 最終予算額

金事業 金事業 659,863

・首里城城郭内施 ・首里城城郭内施 翌年度繰越額
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設等の復元に関す 設等の復元に関す 355,743

る 事 業 を 実 施 す る 事 業 を 実 施 し 不用額

る。 た。 46,552

３ 事業の効果/課題
(1) 首里城復興基金積立金

効果： 寄附金を首里城復興基金へ積み立てることで、寄附金を活用した県民
等との連携・協働による復元事業を計画的に進めることができる。

課題： 基金残高の適正な管理により、着実な寄附金の活用につなげる必要が
ある。

(2) 首里城復旧・復興事業
効果： 首里城公園の防災機能強化と徹底した管理体制が構築され、安全安心

な公園の利用運営が図られる。歴史まちづくりの推進など首里城復興の
取り組みを推進することで、首里城公園の魅力を高め、利用者満足度の
向上や、琉球の歴史文化への関心が高まる。

課題： 県は、首里城復興基本計画に基づき、首里城復元工事に連動した公園
全体の防災機能向上に取り組む必要がある。また、首里城公園の魅力向
上や、周辺地域のまちづくり推進、見せる復興などに関係機関と連携し
て取り組む必要がある。

(3) 首里城公園活性化推進事業
効果： 首里城に関する情報発信及び施設利便性の向上や復興イベントを通じ

て、首里城復旧・復興に向けた機運の向上に繋がる。
課題： 首里城復興に係る事業との整合性の確認や情報共有を適宜行う必要が

ある。

(4) 首里城復興基金事業
効果： 国と協議済の事業について、県に寄せられた寄附金を、首里城正殿等

の象徴部など目につきやすい箇所に充当することで、令和８年度の首里
城正殿の復元を目指すことができる。

課題： 国の首里城正殿等の復元工程に支障が出ないよう、関係者間で密に調
整を行い、計画的に発注を行う必要がある。

４ その他
・国と協議済の事業とは、「正殿の木材に関する事業」、「正殿の赤瓦調達に関

する事業」、「扁額などの室内装飾の復元に関する事業」である。
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３ 事業の効果/課題
(1) 県営住宅建設費（社会資本）

効果： 令和２年度から着手している県営南風原団地（第３期）建替事業（ 90
戸）については、令和４年度に完成予定である。

また、県営南風原第２団地（第２期）建替事業（ 121 戸）、県営真玉橋
市街地住宅外壁改修等工事（第２期）が完了し、住宅に困窮する低額所
得者に対して低廉な家賃の賃貸住宅を供給し、県民生活の安定と社会福
祉の増進が期待される。

課題： 外壁改修工事については、入居者との調整に時間を要することがある。

(2) 県営住宅建設費（公共投資）
効果： 令和２年度から着手している県営平良南団地（第１期）建替事業(67

戸)については令和４年度に完成する予定である。
また、県営大謝名団地（第３期）建替事業（ 98 戸）、県営港川市街地

住宅外壁改修等工事（第２期）、県営経塚市街地住宅・西崎第二団地昇
降機改修工事が完了した。

これにより、住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃の賃貸住
宅を供給し、県民生活の安定と社会福祉の増進が期待される。

課題： 建替事業だけではなく、外壁改修工事、EV 改修工事の実施により、建
物の長寿命化を図る必要があるため、予算の確保が課題である。

(3) 沖縄振興公共投資交付金（住宅課市町村事業）
効果： 市町村の新築・建替事業において、１市で 50 戸完成し、１市 36 戸が

建設中であり、住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃の賃貸住
宅を供給することとなり、県民生活の安定と社会福祉の増進に寄与した。

課題： 離島市町村において、入札不調・不落により事業が予定どおり執行で
きないことがある。

(4) 地域居住機能再生推進費
効果： 令和３年度に着手した県営赤道団地（第１期）建替事業（ 58 戸）、県

営新川団地（第３期）建替事業（ 80 戸）については、令和４年度に完成
予定である。

これにより、住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃の賃貸住
宅を供給し、県民生活の安定と社会福祉の増進が期待される。

課題： 離島市において、入札不調・不落により事業が予定どおりに執行でき
ないことがある。

基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：安心・安全で快適な社会づくり

重点施策事業名：公営住宅整備事業（継続）

事 業 期 間：平成22年度～

部 課 等 名：土木建築部 住宅課

１ 事業の目的・内容
住宅に困窮している低額所得世帯に対して、健康で文化的な住生活の基盤とな

る住宅を確保する。

２ 事業の実績 （単位：千円）

令 和 ３ 年 度
重 点

計 画 実 績
施 策 備 考

当 初
事業名 事業内容 決算額 事業内容

予算額

公 営住 8,447,260 5,998,695 最終予算額

宅 整備 (2,647,811) (2,630,527) 8,811,256

事業 執行率

68.1％

翌年度繰越額

2,792,424

不用額

20,137

2,924,934 １ 県営住宅建設 2,155,061 １ 県営住宅建設 最終予算額

(1,079,361) 費（社会資本） (1,072,045) 費（社会資本） 3,238,803

・ 管 理 戸 数 2 0 0戸 ・ 管 理 戸 数 2 0 0戸 翌年度繰越額

以上の県営住宅の 以上の県営住宅の 1,073,833

建替事業及び外壁 建替事業及び外壁 不用額

改 修 工 事 等 を 行 改修工事等を行っ 9,909

う。 た。

2,491,009 ２ 県営住宅建設 2,034,421 ２ 県営住宅建設 最終予算額

(1,178,471) 費（公共投資） (1,178,471） 費（公共投資） 2,480,312

・ 管 理 戸 数 2 0 0未 ・ 管 理 戸 数 2 0 0戸 翌年度繰越額

満の県営住宅の建 未満の県営住宅の 445,874

替事業等を行う。 建替事業等を行っ 不用額

た。 17

1,007,401 ３ 沖縄振興公共 757,903 ３ 沖縄振興公共 最終予算額

(165,995) 投資交付金（住 (160,967) 投資交付金（住 1,007,401

宅 課 市 町 村 事 宅 課 市 町 村 事 翌年度繰越額

業） 業） 244,470

・市町村の公営住 ・市町村の公営住 不用額

宅整備事業等に対 宅整備事業等に対 5,028

する補助を行う。 す る 補 助 を 行 っ
た。

2,023,916 ４ 地 域 居 住 機 能 1,051,310 ４ 地 域 居 住 機 能 最終予算額

(223,984) 再生推進事業 (219,044) 再生推進事業 2,084,739

・県営新川団地建 ・県営新川団地建 翌年度繰越額

替事業を行う。 替事業を行った。 1,028,247

不用額

5,183
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３ 事業の効果/課題
(1) 県営住宅建設費（社会資本）

効果： 令和２年度から着手している県営南風原団地（第３期）建替事業（ 90
戸）については、令和４年度に完成予定である。

また、県営南風原第２団地（第２期）建替事業（ 121 戸）、県営真玉橋
市街地住宅外壁改修等工事（第２期）が完了し、住宅に困窮する低額所
得者に対して低廉な家賃の賃貸住宅を供給し、県民生活の安定と社会福
祉の増進が期待される。

課題： 外壁改修工事については、入居者との調整に時間を要することがある。

(2) 県営住宅建設費（公共投資）
効果： 令和２年度から着手している県営平良南団地（第１期）建替事業(67

戸)については令和４年度に完成する予定である。
また、県営大謝名団地（第３期）建替事業（ 98 戸）、県営港川市街地

住宅外壁改修等工事（第２期）、県営経塚市街地住宅・西崎第二団地昇
降機改修工事が完了した。

これにより、住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃の賃貸住
宅を供給し、県民生活の安定と社会福祉の増進が期待される。

課題： 建替事業だけではなく、外壁改修工事、EV 改修工事の実施により、建
物の長寿命化を図る必要があるため、予算の確保が課題である。

(3) 沖縄振興公共投資交付金（住宅課市町村事業）
効果： 市町村の新築・建替事業において、１市で 50 戸完成し、１市 36 戸が

建設中であり、住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃の賃貸住
宅を供給することとなり、県民生活の安定と社会福祉の増進に寄与した。

課題： 離島市町村において、入札不調・不落により事業が予定どおり執行で
きないことがある。

(4) 地域居住機能再生推進費
効果： 令和３年度に着手した県営赤道団地（第１期）建替事業（ 58 戸）、県

営新川団地（第３期）建替事業（ 80 戸）については、令和４年度に完成
予定である。

これにより、住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃の賃貸住
宅を供給し、県民生活の安定と社会福祉の増進が期待される。

課題： 離島市において、入札不調・不落により事業が予定どおりに執行でき
ないことがある。
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：安心・安全で快適な社会づくり

重点施策事業名：沖縄県居住支援協議会事業推進補助金（継続）

事 業 期 間：平成 27 年度～

部 課 等 名：土木建築部 住宅課

１ 事業の目的・内容
高齢者等の住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅等への入居の円滑化に資する事業

を実施する「沖縄県居住支援協議会」の活動を促進し、同協議会が実施する事業
に要する費用を補助する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

沖縄県居 9,000 １ 住宅企画費 8,800 １ 住宅企画費 最終予算額
住支援協 （単独事業） （単独事業） 8,800
議会事業 ・住宅確保要配慮 ・住宅確保要配慮 執行率
推進補助 者の民間賃貸住宅 者の民間賃貸住宅 97.7％
金 への入居促進のた への入居促進のた 不用額

めの支援措置や住 めの支援措置や住 200
宅情報の提供を行 宅情報の提供を行
う沖縄県居住支援 う沖縄県居住支援
協議会が実施する 協議会が実施する
事業に対して補助 事業に対して補助
を行う。 を行った。

３ 事業の効果/課題
(1) 住宅企画費（単独事業）

効果： 沖縄県居住支援協議会の実施する沖縄県あんしん賃貸支援事業により、
住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への入居に協力する賃貸住宅、協力店
及び支援団体の登録が促進された。これらの情報を住宅確保要配慮者へ
提供することで民間賃貸住宅への入居が促進された。

課題： 住宅確保要配慮者においては、トラブル回避等の理由から、入居を制
限する民間賃貸住宅が存在する。また、入居後の支援に対する要望も多
いことから、福祉との連携を促進する必要がある。

４ その他
住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への入居促進のため、専門相談員（社会福祉

士）を配置し、相談体制を整えた。
市町村居住支援協議会設立に向けての勉強会、新たな住宅セーフティネット制

度の周知のために説明会を行った。

基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：安心・安全で快適な社会づくり

重点施策事業名：沖縄県住宅ストック活用市町村助成支援事業（新規）

事 業 期 間：令和３年度～令和７年度

部 課 等 名：土木建築部 住宅課

１ 事業の目的・内容
住宅の質の向上及び新しい生活様式に対応した住環境の整備を推進するため、

市町村で実施する住宅リフォーム補助額のうち一部を予算の範囲内において補助
金を交付する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

沖縄県住 12,000 １ 沖縄県住宅ス 11,669 １ 沖 縄 県 住 宅 ス 最終予算額

宅ストッ トック活用市町 トック活用市町 11,669

ク活用市 村助成支援事業 村助成支援事業 執行率

町村助成 ・リフォーム助成 ・リフォーム助成 97.2％

支援事業 事業を実施する11 事業を実施する11 不用額

市町村（沖縄市等） 市町村（沖縄市等） 331

に対して、バリア に 対 し て 、 22 4件
フリー改修工事等 の改修工事につい
に係る費用の一部 て支援を行った。
を支援する。

３ 事業の効果/課題
(1) 沖縄県住宅ストック活用市町村助成支援事業

効果： 県が支援を始めたことにより実施市町村が平成25年度の３市町村から
平成30年度の13市町村まで拡大し、令和３年度は11市町村となっている。

令和３年度における住宅リフォームの支援件数は224件となっており、
住宅のバリアフリー化の促進及び耐久性の向上に寄与した。

課題： さらなる住環境の向上を図るため、住宅リフォームの実施件数の増加
に取り組む必要がある。

このため、市町村に対してリフォーム工事の具体的な事例を周知する
など、当該事業の活用促進に努める必要がある。

４ その他
令和３年度より、市町村要望により「子育て支援改修工事」及び「新たな日常

への対応」として「テレワーク推進改修工事」を助成対象に追加している。
平成25年度～令和２年度まで、「沖縄県リフォーム市町村助成支援事業」と

して同様の支援を行ってきた。
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：安心・安全で快適な社会づくり

重点施策事業名：沖縄県居住支援協議会事業推進補助金（継続）

事 業 期 間：平成 27 年度～

部 課 等 名：土木建築部 住宅課

１ 事業の目的・内容
高齢者等の住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅等への入居の円滑化に資する事業

を実施する「沖縄県居住支援協議会」の活動を促進し、同協議会が実施する事業
に要する費用を補助する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

沖縄県居 9,000 １ 住宅企画費 8,800 １ 住宅企画費 最終予算額
住支援協 （単独事業） （単独事業） 8,800
議会事業 ・住宅確保要配慮 ・住宅確保要配慮 執行率
推進補助 者の民間賃貸住宅 者の民間賃貸住宅 97.7％
金 への入居促進のた への入居促進のた 不用額

めの支援措置や住 めの支援措置や住 200
宅情報の提供を行 宅情報の提供を行
う沖縄県居住支援 う沖縄県居住支援
協議会が実施する 協議会が実施する
事業に対して補助 事業に対して補助
を行う。 を行った。

３ 事業の効果/課題
(1) 住宅企画費（単独事業）

効果： 沖縄県居住支援協議会の実施する沖縄県あんしん賃貸支援事業により、
住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への入居に協力する賃貸住宅、協力店
及び支援団体の登録が促進された。これらの情報を住宅確保要配慮者へ
提供することで民間賃貸住宅への入居が促進された。

課題： 住宅確保要配慮者においては、トラブル回避等の理由から、入居を制
限する民間賃貸住宅が存在する。また、入居後の支援に対する要望も多
いことから、福祉との連携を促進する必要がある。

４ その他
住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への入居促進のため、専門相談員（社会福祉

士）を配置し、相談体制を整えた。
市町村居住支援協議会設立に向けての勉強会、新たな住宅セーフティネット制

度の周知のために説明会を行った。
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：安心・安全で快適な社会づくり

重点施策事業名：道路防災保全事業（継続）

事 業 期 間：平成24年度～令和13年度

部 課 等 名：土木建築部 道路管理課

１ 事業の目的・内容
県管理道路において、道路橋等の耐震補強及び損傷箇所の補修を行うと共に、

落石等の恐れのある箇所で災害を未然に防止する対策を行い、安全・安心な道路
ネットワークの形成を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

道路防災 2,670,169 1,850,175 最終予算額

保全事業 （790,169） （789,295） 2,517,341

執行率
73.7％

翌年度繰越額

666,292
不用額

874

2,236,838 １ 橋梁補修事業 1,461,981 １ 橋梁補修事業 最終予算額

（686,838） ・県内15路線に係 （685,964） ・県内15路線に係 1,984,291

る橋梁補修及び橋 る橋梁補修及び橋 翌年度繰越額

の長寿命化計画に の長寿命化計画に 521,436
係る調査及び設計 係る調査及び設計 不用額
を行う。 を行った。 874

433,331 ２ 災害防除事業 388,194 ２ 災害防除事業 最終予算額

（103,331） ・県内15路線にお （103,331） ・県内15路線にお 533,050
いて道路法面対策 いて道路法面対策 翌年度繰越額

等を行う。 等を行った。 388,194
不用額

0

３ 事業の効果/課題
(1) 橋梁補修事業

効果： 「点検（調査）、診断（補修設計等）、措置（補修工事等）、記録」の
メンテナンスサイクルにより事業を実施し、緊急輸送道路など安全で安
心な道路ネットワークの形成に寄与した。

課題： 定期点検（１回／５年）予算及び定期点検で補修等が必要と診断され
た橋梁の補修予算の確保が課題。

(2) 災害防除事業
効果： 事業の実施により、未然に落石及び法面崩壊等を防止することができ、

緊急輸送道路など安全で安心な道路ネットワークの形成に寄与した。
課題： 近年、集中豪雨が多発していることから、道路防災カルテによる点検

を継続し、危険箇所の早期発見に努める必要がある。

基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：安心・安全で快適な社会づくり

重点施策事業名：無電柱化推進事業（継続）

事 業 期 間：平成24年度～令和13年度

部 課 等 名：土木建築部 道路管理課

１ 事業の目的・内容
災害時の緊急輸送道路の確保、観光地等における良好な景観形成の促進、高齢

者や障害者をはじめ歩行者に優しい安全で快適なゆとりある道路空間創出のた
め、無電柱化の推進を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

無電柱化 957,415 １ 無電柱化推進 737,174 １ 無電柱化推進
推進事業 （339,654） 事業 （335,030） 事業 最終予算額

・ 県 内 6路 線 の 電 ・ 県 内 6路 線 の 電 957,415

線共同溝整備等を 線共同溝整備等を 執行率
行う。 行った。 77.0％

翌年度繰越額

215,617
不用額

4,624

３ 事業の効果/課題
(1) 無電柱化推進事業

効果： 無電柱化を図ることで、台風等の災害時に電柱の倒壊による道路の寸
断を防ぐことが可能となった。また、観光地周辺のアクセス道路の電柱
が無くなることで、景観が向上し、快適な歩行空間が確保できた。

課題： 電線共同溝整備に掛かる費用が高いため、低コスト化が課題である。
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：安心・安全で快適な社会づくり

重点施策事業名：道路防災保全事業（継続）

事 業 期 間：平成24年度～令和13年度

部 課 等 名：土木建築部 道路管理課

１ 事業の目的・内容
県管理道路において、道路橋等の耐震補強及び損傷箇所の補修を行うと共に、

落石等の恐れのある箇所で災害を未然に防止する対策を行い、安全・安心な道路
ネットワークの形成を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

道路防災 2,670,169 1,850,175 最終予算額

保全事業 （790,169） （789,295） 2,517,341

執行率
73.7％

翌年度繰越額

666,292
不用額

874

2,236,838 １ 橋梁補修事業 1,461,981 １ 橋梁補修事業 最終予算額

（686,838） ・県内15路線に係 （685,964） ・県内15路線に係 1,984,291

る橋梁補修及び橋 る橋梁補修及び橋 翌年度繰越額

の長寿命化計画に の長寿命化計画に 521,436
係る調査及び設計 係る調査及び設計 不用額
を行う。 を行った。 874

433,331 ２ 災害防除事業 388,194 ２ 災害防除事業 最終予算額

（103,331） ・県内15路線にお （103,331） ・県内15路線にお 533,050
いて道路法面対策 いて道路法面対策 翌年度繰越額

等を行う。 等を行った。 388,194
不用額

0

３ 事業の効果/課題
(1) 橋梁補修事業

効果： 「点検（調査）、診断（補修設計等）、措置（補修工事等）、記録」の
メンテナンスサイクルにより事業を実施し、緊急輸送道路など安全で安
心な道路ネットワークの形成に寄与した。

課題： 定期点検（１回／５年）予算及び定期点検で補修等が必要と診断され
た橋梁の補修予算の確保が課題。

(2) 災害防除事業
効果： 事業の実施により、未然に落石及び法面崩壊等を防止することができ、

緊急輸送道路など安全で安心な道路ネットワークの形成に寄与した。
課題： 近年、集中豪雨が多発していることから、道路防災カルテによる点検

を継続し、危険箇所の早期発見に努める必要がある。
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３ 事業の効果/課題
(1) 海岸事業費（防災・安全）
(2) 海岸事業費

効果： 海岸保全施設の防護機能が確保され、台風発生時の高潮・波浪等によ
る被害から県民の生命・財産が守られる。（国土交通省水管理・国土保
全局所管海岸）

課題： 沖縄県においては本土復帰前後に築造された海岸保全施設が多く存在
する。これらの施設の老朽化が進行しているため、計画的に老朽化対策
事業を実施する必要がある。

(3) 港湾海岸老朽化対策事業費
効果： 海岸保全施設の防護機能が確保され、台風発生時の高潮・波浪等によ

る被害から県民の生命・財産が守られる。（国土交通省港湾局所管海岸）
課題： 沖縄県においては本土復帰前後に築造された海岸保全施設が多く存在

する。これらの施設の老朽化が進行しているため、計画的に老朽化対策
事業を実施する必要がある。

基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：安心･安全で快適な社会づくり

重点施策事業名：老朽化対策緊急事業（継続）

事 業 期 間：平成21年度～令和８年度

部 課 名 等：土木建築部 海岸防災課

１ 事業の目的・内容
老朽化により機能が確保されていない海岸保全施設であって、緊急にその機能

の強化又は回復を行う必要があるものについて、老朽化対策計画に基づいた整備
を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

老朽化対 282,911 150,439 最終予算額

策緊急事 (90,466) (90,408) 318,225
業 執行率

47.3％
翌年度繰越額

165,151
不用額

2,635

183,935 １ 海岸事業費（防 96,850 １ 海 岸 事 業 費 最終予算額

(52,181) 災・安全） (52,181) （防災・安全） 225,015
・伊佐海岸、他１海 ・ 伊 佐 海 岸 で 老 朽 翌年度繰越額

岸で老朽化した海岸 化 し た 海 岸 保 全 施 125,871
保全施設の整備等を 設 の 整 備 等 を 行 っ 不用額
行う。 た。 2,294

16,762 ２ 海岸事業費 3,116 ２ 海岸事業費 最終予算額

(80) ・川平海岸で老朽化 (80) ・ 川 平 海 岸 で 老 朽 16,080
した海岸保全施設の 化 し た 海 岸 保 全 施 翌年度繰越額

整備等を行う。 設 の 整 備 等 を 行 っ 12,964
た。 不用額

0

３ 港 湾 海 岸 老 朽 ３ 港 湾 海 岸 老 朽

77,130 化対策事業費 50,473 化対策事業費 最終予算額

(38,205) ・塩屋港海岸（白浜 (38,147) ・ 塩 屋 港 海 岸 （ 白 77,130
地 区 ）、 中 城 湾 港 海 浜地区）、中城湾港 翌年度繰越額

岸（豊原地区、川田 海 岸 （ 豊 原 地 区 、 26,316
地 区 ）、 船 浮 港 海 岸 川田地区）、船浮港 不用額
（船浮地区）におい 海 岸 （ 船 浮 地 区 ） 341
て、老朽化した海岸 に お い て 、 老 朽 化

保全施設の整備等を し た 海 岸 保 全 施 設

行う。 の整備等を行った。
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３ 事業の効果/課題
(1) 海岸事業費（防災・安全）
(2) 海岸事業費

効果： 海岸保全施設の防護機能が確保され、台風発生時の高潮・波浪等によ
る被害から県民の生命・財産が守られる。（国土交通省水管理・国土保
全局所管海岸）

課題： 沖縄県においては本土復帰前後に築造された海岸保全施設が多く存在
する。これらの施設の老朽化が進行しているため、計画的に老朽化対策
事業を実施する必要がある。

(3) 港湾海岸老朽化対策事業費
効果： 海岸保全施設の防護機能が確保され、台風発生時の高潮・波浪等によ

る被害から県民の生命・財産が守られる。（国土交通省港湾局所管海岸）
課題： 沖縄県においては本土復帰前後に築造された海岸保全施設が多く存在

する。これらの施設の老朽化が進行しているため、計画的に老朽化対策
事業を実施する必要がある。
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基 本 項 目：沖縄らしいやさしい社会の構築

実 施 項 目：安心・安全で快適な社会づくり

重点施策事業名：民間住宅・建築物等の総合的な耐震化対策（新規）

事 業 期 間：令和３年度～令和７年度

部 課 等 名：土木建築部 建築指導課

１ 事業の目的・内容
民間の住宅及び建築物の耐震診断・耐震改修等を支援する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

民間住宅 28,886 １ 民間建築物耐 14,923 １ 民間建築物耐
・建築物 震化支援事業 震化支援事業 最終予算額

等の総合 （市町村補助） （市町村補助） 28,886
的な耐震 ・民間建築物耐震 ・民間建築物耐震 執行率
化対策 診断・改修等事業 診断・改修等事業 51.7％

に係る市町村補助 に係る市町村補助 翌年度繰越額

を行う。 を行った。 13,886
不用額

77

３ 事業の効果/課題
(1) 民間建築物耐震化支援事業（市町村補助）

効果： 民間建築物に対する補助の実施により耐震化の推進が図られた。
課題： 大規模地震に備え、建築物の耐震化の普及啓発、全ての市町村での補

助制度の構築が必要である。

基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：安心･安全で快適な社会づくり

重点施策事業名：海岸環境整備事業（継続）

事 業 期 間：平成28年度～令和４年度

部 課 名 等：土木建築部 海岸防災課

１ 事業の目的・内容
国土保全とあわせて県民及び観光客の利用活性化を目的とした海岸整備（護岸、

突堤、養浜等）を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

海岸環境 536,968 １ 港湾海岸環境 489,684 １ 港湾海岸環境 最終予算額

整備事業 (122) 整備事業費 (0) 整備事業費 536,968
・ 金 武 湾 港 海 岸 ・ 金 武 湾 港 海 岸 執行率
（ギンバル地区） （ギンバル地区） 91.2％
において、国土保 において、国土保 翌年度繰越額

全及び海浜利用活 全及び海浜利用活 43,221
性化を目的とした 性化を目的とした 不用額
海岸整備のための 海岸整備のための 3,941
養浜、植栽工事を 養浜、植栽工事を
行う。 行った。

３ 事業の効果/課題
(1) 港湾海岸環境整備事業費

効果： 国土保全とあわせて、地域住民及び観光客が海水浴場として親しむこ
とができる海岸が創出される。（金武湾港海岸（ギンバル地区））

課題： 海岸背後において、金武町による公園整備事業・道路整備事業が実施
されることから、これらの事業と連携して海岸整備を進める必要がある。
（金武湾港海岸（ギンバル地区））
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基 本 項 目：沖縄らしいやさしい社会の構築

実 施 項 目：安心・安全で快適な社会づくり

重点施策事業名：民間住宅・建築物等の総合的な耐震化対策（新規）

事 業 期 間：令和３年度～令和７年度

部 課 等 名：土木建築部 建築指導課

１ 事業の目的・内容
民間の住宅及び建築物の耐震診断・耐震改修等を支援する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

民間住宅 28,886 １ 民間建築物耐 14,923 １ 民間建築物耐
・建築物 震化支援事業 震化支援事業 最終予算額

等の総合 （市町村補助） （市町村補助） 28,886
的な耐震 ・民間建築物耐震 ・民間建築物耐震 執行率
化対策 診断・改修等事業 診断・改修等事業 51.7％

に係る市町村補助 に係る市町村補助 翌年度繰越額

を行う。 を行った。 13,886
不用額

77

３ 事業の効果/課題
(1) 民間建築物耐震化支援事業（市町村補助）

効果： 民間建築物に対する補助の実施により耐震化の推進が図られた。
課題： 大規模地震に備え、建築物の耐震化の普及啓発、全ての市町村での補

助制度の構築が必要である。
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：安心･安全で快適な社会づくり

重点施策事業名：河川改修事業（継続）

事 業 期 間：昭和47年度～令和12年度

部 課 等 名：土木建築部 河川課

１ 事業の目的・内容
流域の洪水被害の軽減を目的として、河川改修を行い、流下能力の向上を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

河川改修 4,216,419 2,492,950 最終予算額

事業 (1,438,083) (1,345,256) 4,439,753

執行率
56.2％

翌年度繰越額

1,931,690

不用額
15,112

2,789,725 １ 社会資本整備 1,660,200 １ 社会資本整備 最終予算額

(1,180,636) 総合交付金（河 (1,087,814) 総合交付金（河 3,013,059

川） 川） 翌年度繰越額

・国場川他３河川 ・国場川他３河川 1,343,682

護岸整備一式 護岸整備一式 不用額
浚渫工事一式 浚渫工事一式 9,176
用地補償一式 用地補償一式

・情報基盤一式 ・情報基盤一式

1,426,694 ２ 沖縄振興公共 832,750 ２ 沖縄振興公共 最終予算額

(257,447) 投資交付金（河 (257,442) 投資交付金（河 1,426,694

川） 川） 翌年度繰越額

・安謝川他12河川 ・安謝川他12河川 588,008
２箇所 ２箇所 不用額
護岸整備一式 護岸整備一式 5,936
浚渫工事一式 浚渫工事一式
用地補償一式 用地補償一式
ﾎﾞｯｸｽ工事 一式 ﾎﾞｯｸｽ工事 一式

３ 事業の効果/課題
(1) 社会資本整備総合交付金（河川）
(2) 沖縄振興公共投資交付金（河川）

効果： 治水事業を推進することにより災害の発生を未然に防止するとともに、
県民の生命、財産を守り、県土の保全に資する。
県管理二級河川の河川整備率 68.1％（R３末）

課題： 国場川、安里川及び安謝川等の都市河川では、橋梁架け替え工事、占

用物等の調整、用地取得等に時間を要している。

基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：安心・安全で快適な社会づくり

重点施策事業名：モノレール関連施設にかかる長寿命化（継続）

事 業 期 間：平成24年度～

部 課 等 名：土木建築部 都市計画・モノレール課

１ 事業の目的・内容
沖縄県が管理するモノレールインフラ施設について、長寿命化修繕計画に基づ

き、点検及び補修を行い、安全・安心な道路ネットワークの形成を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

モノレー 190,104 １ 沖縄都市モノ 199,525 １ 沖縄都市モノ 最終予算額

ル関連施 （45,211） レール道整備事 （44,792） レール道路整備 200,104

設にかか 業費（道路） 事業費（道路） 執行率

る長寿命 (1 )モ ノ レ ー ル 分 (1 )モ ノ レ ー ル 分 99.7％

化 岐器修繕及び点検 岐器修繕及び点検 不用額

業務の実施。 業務の実施。 579

３ 事業の効果/課題
(1) 沖縄都市モノレール道路整備事業費（道路）

効果： 運行の基礎となるモノレールのインフラ部（桁、支柱、駅舎等）の定
期点検や長寿命化計画に基づた修繕など、安定した保守管理を実施する
ことで、主要な公共交通機関であるモノレールを安全・安心に利用する
ことが可能となる。

課題： 他県と比較して高温多湿、季節風や台風による塩害など、鋼材の腐食
が促進される環境にある中でのインフラ部（桁、支柱、駅舎等）の長寿
命化対策。
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：安心･安全で快適な社会づくり

重点施策事業名：河川改修事業（継続）

事 業 期 間：昭和47年度～令和12年度

部 課 等 名：土木建築部 河川課

１ 事業の目的・内容
流域の洪水被害の軽減を目的として、河川改修を行い、流下能力の向上を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

河川改修 4,216,419 2,492,950 最終予算額

事業 (1,438,083) (1,345,256) 4,439,753

執行率
56.2％

翌年度繰越額

1,931,690

不用額
15,112

2,789,725 １ 社会資本整備 1,660,200 １ 社会資本整備 最終予算額

(1,180,636) 総合交付金（河 (1,087,814) 総合交付金（河 3,013,059

川） 川） 翌年度繰越額

・国場川他３河川 ・国場川他３河川 1,343,682

護岸整備一式 護岸整備一式 不用額
浚渫工事一式 浚渫工事一式 9,176
用地補償一式 用地補償一式

・情報基盤一式 ・情報基盤一式

1,426,694 ２ 沖縄振興公共 832,750 ２ 沖縄振興公共 最終予算額

(257,447) 投資交付金（河 (257,442) 投資交付金（河 1,426,694

川） 川） 翌年度繰越額

・安謝川他12河川 ・安謝川他12河川 588,008
２箇所 ２箇所 不用額
護岸整備一式 護岸整備一式 5,936
浚渫工事一式 浚渫工事一式
用地補償一式 用地補償一式
ﾎﾞｯｸｽ工事 一式 ﾎﾞｯｸｽ工事 一式

３ 事業の効果/課題
(1) 社会資本整備総合交付金（河川）
(2) 沖縄振興公共投資交付金（河川）

効果： 治水事業を推進することにより災害の発生を未然に防止するとともに、
県民の生命、財産を守り、県土の保全に資する。
県管理二級河川の河川整備率 68.1％（R３末）

課題： 国場川、安里川及び安謝川等の都市河川では、橋梁架け替え工事、占

用物等の調整、用地取得等に時間を要している。
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：安心･安全で快適な社会づくり

重点施策事業名：砂防事業（継続）

事 業 期 間：平成18年度～令和10年度

部 課 名 等：土木建築部 海岸防災課

１ 事業の目的・内容
砂防指定地内において、流域における荒廃地域の保全及び土石流等の土砂災害

から下流部に存在する人家、耕地、公共施設等を守るために、砂防堰堤、流路
工等の砂防関係施設整備を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

砂防事業 426,030 320,832 最終予算額

(150,697) (149,889) 531,470
執行率
60.4％

翌年度繰越額

197,596
不用額
13,042

195,545 １ 総合流域防災 161,833 １ 総合流域防災 最終予算額

(8,772) 事業費（砂防） (7,964) 事業費（砂防） 195,545
・安和与那川等、 ・安和与那川等、 翌年度繰越額

４箇所で流路工等 ３箇所流路工等の 29,514
の整備や用地買収 整備や用地買収等 不用額
等を行う。 を行った。 4,198
・砂防施設長寿命 ・砂防施設長寿命
化計画の策定を行 化計画の策定を行
う。 った。

230,485 ２ 総合流域防災 158,999 ２ 総合流域防災 最終予算額

(141,925) 事業費（基礎調 (141,925) 事業費（基礎調 335,925
査） 査） 翌年度繰越額

・土砂災害警戒区 ・基礎調査に係る 168,082
域等の指定を行う 新規区域の抽出等 不用額
ための基礎調査を を行った。 8,844
実施する。

３ 事業の効果/課題
(1) 総合流域防災事業費（砂防）

効果： 土砂災害対策として砂防関係施設を整備することにより、台風の襲来
や豪雨等により発生する土砂災害から被害を除去し、又は軽減し、地域
住民の財産と生命を守り、住民の安全と安心を確保することができる。

課題： 用地買収において相続関係人が多く、権利者追跡調査や遺産分割協議、

基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：安心･安全で快適な社会づくり

重点施策事業名：堰堤改良事業（継続）

事 業 期 間：平成30年度～令和６年度

部 課 等 名：土木建築部 河川課

１ 事業の目的・内容
ダム長寿命化計画に基づく機器の改良を行うことにより、ダムの安定的な運用

を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

堰堤改良 800,768 １ 沖縄振興公共 352,070 １ 沖縄振興公共 最終予算額

事業 (241,829) 投資交付金（河 (239,818) 投資交付金（河 800,768

川） 川） 執行率
・倉敷ダム・真栄 ・倉敷ダム・真栄 44.0％
里ダム２箇所 里ダム２箇所 翌年度繰越額

設計業務一式 設計業務一式 446,190

電気工事一式 電気工事一式 不用額
設備工事一式 設備工事一式 2,509
土木構造物工事一式 土木構造物工事一式

３ 事業の効果/課題
(1) 沖縄振興公共投資交付金（河川）

効果： ダムの安定的な運用を図ることにより、安全で安定的なダム管理運営
につながり、ダム下流で生活する住民の生命・財産を守ること、及び
地域への水の安定的供給に寄与している。

課題： 各設備毎で詳細設計後にしか施工に着手できないため、設計の遅れに

よる施工の後倒しが生じないように工程管理を適切に行う必要がある。
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：安心･安全で快適な社会づくり

重点施策事業名：砂防事業（継続）

事 業 期 間：平成18年度～令和10年度

部 課 名 等：土木建築部 海岸防災課

１ 事業の目的・内容
砂防指定地内において、流域における荒廃地域の保全及び土石流等の土砂災害

から下流部に存在する人家、耕地、公共施設等を守るために、砂防堰堤、流路
工等の砂防関係施設整備を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

砂防事業 426,030 320,832 最終予算額

(150,697) (149,889) 531,470
執行率
60.4％

翌年度繰越額

197,596
不用額
13,042

195,545 １ 総合流域防災 161,833 １ 総合流域防災 最終予算額

(8,772) 事業費（砂防） (7,964) 事業費（砂防） 195,545
・安和与那川等、 ・安和与那川等、 翌年度繰越額

４箇所で流路工等 ３箇所流路工等の 29,514
の整備や用地買収 整備や用地買収等 不用額
等を行う。 を行った。 4,198
・砂防施設長寿命 ・砂防施設長寿命
化計画の策定を行 化計画の策定を行
う。 った。

230,485 ２ 総合流域防災 158,999 ２ 総合流域防災 最終予算額

(141,925) 事業費（基礎調 (141,925) 事業費（基礎調 335,925
査） 査） 翌年度繰越額

・土砂災害警戒区 ・基礎調査に係る 168,082
域等の指定を行う 新規区域の抽出等 不用額
ための基礎調査を を行った。 8,844
実施する。

３ 事業の効果/課題
(1) 総合流域防災事業費（砂防）

効果： 土砂災害対策として砂防関係施設を整備することにより、台風の襲来
や豪雨等により発生する土砂災害から被害を除去し、又は軽減し、地域
住民の財産と生命を守り、住民の安全と安心を確保することができる。

課題： 用地買収において相続関係人が多く、権利者追跡調査や遺産分割協議、



－ 384 － － 385 －

基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：安心･安全で快適な社会づくり

重点施策事業名：地すべり対策事業（継続）

事 業 期 間：平成26年度～令和12年度

部 課 名 等：土木建築部 海岸防災課

１ 事業の目的・内容
地すべり防止区域内において、地すべりの崩壊による被害を除去し又は軽減し、

人家、耕地、公共施設等を守るために、地すべり防止施設整備を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

地すべり 1,292,636 １ 地 す べ り 対 785,835 １ 地すべり対 最終予算額

対策事業 (565,292) 策事業費 (538,936) 策事業費 1,604,011
・豊原地区等、 ・豊原地区等、 執行率
12地区で抑制工、 11地区で抑制工、 49.0％
調 査 測 量 設 計 な 調 査 測 量 設 計 な 翌年度繰越額

どを行う。 どを行った。 786,532
不用額
31,644

３ 事業の効果/課題
(1) 地すべり対策事業

効果： 地すべり対策事業を実施して、地すべり防止施設等の新設等を行うこ
とにより、土砂災害から県民の生命と財産を保全し安心・安全の確保を
図った。

課題： 事業の実施に当たって、関係地権者から施工同意を得る必要があるが、
理解を得るのに時間を要しているため、引き続き関係市町村と連携し事
業の理解と協力が得られるよう努力していく。

用地交渉に相当の時間を要していることから、用地取得の促進を図る
ため公共事業施行推進事業（総合的技術支援業務：アウトソーシン
グ）を積極的に活用する。

(2) 総合流域防災事業費（基礎調査）
効果： 土砂災害から人命を守るため、土砂災害防止工事等のハード対策と併

せて、危険性のある区域を明らかにし、その中で警戒避難体制の整備や
一定の開発行為の制限等ソフト対策を充実させる。

課題： 基礎調査による新規箇所が膨大であるため、調査及び区域指定の効率
化に課題がある。
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：安心･安全で快適な社会づくり

重点施策事業名：地すべり対策事業（継続）

事 業 期 間：平成26年度～令和12年度

部 課 名 等：土木建築部 海岸防災課

１ 事業の目的・内容
地すべり防止区域内において、地すべりの崩壊による被害を除去し又は軽減し、

人家、耕地、公共施設等を守るために、地すべり防止施設整備を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

地すべり 1,292,636 １ 地 す べ り 対 785,835 １ 地すべり対 最終予算額

対策事業 (565,292) 策事業費 (538,936) 策事業費 1,604,011
・豊原地区等、 ・豊原地区等、 執行率
12地区で抑制工、 11地区で抑制工、 49.0％
調 査 測 量 設 計 な 調 査 測 量 設 計 な 翌年度繰越額

どを行う。 どを行った。 786,532
不用額
31,644

３ 事業の効果/課題
(1) 地すべり対策事業

効果： 地すべり対策事業を実施して、地すべり防止施設等の新設等を行うこ
とにより、土砂災害から県民の生命と財産を保全し安心・安全の確保を
図った。

課題： 事業の実施に当たって、関係地権者から施工同意を得る必要があるが、
理解を得るのに時間を要しているため、引き続き関係市町村と連携し事
業の理解と協力が得られるよう努力していく。
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：安心・安全で快適な社会づくり

重点施策事業名：高潮対策事業（継続）

事 業 期 間：平成26年度～令和６年度

部 課 名 等：土木建築部 海岸防災課

１ 事業の目的・内容
高潮、波浪、津波等により被害が発生するおそれのある地域について、堤防・

護岸・離岸堤・突堤等の海岸保全施設の新設又は改良を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

高潮対策 161,542 67,524 最終予算額

事業 (7,479) (7,479) 101,144
執行率
66.8％

翌年度繰越額

32,533
不用額

1,087

80,462 １ 海岸事業費 67,524 １ 海岸事業費 最終予算額

(7,479) ・北前海岸で海岸 (7,479) ・北前海岸で海岸 81,144
保全施設の整備を 保全施設の整備を 翌年度繰越額

行う。 行った。 12,533
不用額
1,087

81,080 ２ 海 岸 事 業 費 0 ２ 海 岸 事 業 費 最終予算額

(0) （防災・安全） (0) （防災・安全） 20,000
・水釜海岸で海岸 ・水釜海岸で海岸 翌年度繰越額

保全施設の整備を 保全施設の設計に 20,000
行う。 着手した。 不用額

0

３ 事業の効果/課題
(1) 海岸事業費
(2) 海岸事業費(防災・安全)

効果： 海岸保全施設の防護機能が確保され、台風発生時の高潮・波浪等によ
る被害から県民の生命・財産が守られる。

課題： 海岸保全施設の整備工事を実施するに当たっては、事業地外の海域に
汚濁が流出しないようにする等、環境に十分配慮しながら事業を推進す
る必要がある。

基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：安心･安全で快適な社会づくり

重点施策事業名：急傾斜地崩壊対策事業（継続）

事 業 期 間：平成29年度～令和７年度

部 課 名 等：土木建築部 海岸防災課

１ 事業の目的・内容
急傾斜地崩壊危険区域内の自然がけに対し急傾斜地の所有者等が崩壊防止工

事を行うことが困難又は不適当な場合、法面工等、急傾斜地崩壊防止施設整備を
行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

急傾斜地崩 677,816 １ 急傾斜地崩壊 249,327 １ 急傾斜地崩壊 最終予算額

壊対策事業 (343,481) 対策事業費 (218,301) 対策事業費 1,219,511
・島袋地区等、７ ・島袋地区等、７ 執行率
地区において法面 地区において法面 20.4％
工、調査設計等を 工、調査設計等を 翌年度繰越額

行う。 行った。 890,444
不用額
79,740

３ 事業の効果/課題
(1) 急傾斜地崩壊対策事業

効果： 急傾斜地崩壊防止施設を整備することにより、土砂災害から県民の生
命と財産を保全し安心・安全が確保される。

課題： 当事業は、用地取得を行わず地権者の同意を経て実施するものであり、
関係地権者の同意取得に時間を要することから、引き続き関係市町村と
連携し事業の理解と協力が得られるよう努力していく。
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：安心・安全で快適な社会づくり

重点施策事業名：高潮対策事業（継続）

事 業 期 間：平成26年度～令和６年度

部 課 名 等：土木建築部 海岸防災課

１ 事業の目的・内容
高潮、波浪、津波等により被害が発生するおそれのある地域について、堤防・

護岸・離岸堤・突堤等の海岸保全施設の新設又は改良を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

高潮対策 161,542 67,524 最終予算額

事業 (7,479) (7,479) 101,144
執行率
66.8％

翌年度繰越額

32,533
不用額

1,087

80,462 １ 海岸事業費 67,524 １ 海岸事業費 最終予算額

(7,479) ・北前海岸で海岸 (7,479) ・北前海岸で海岸 81,144
保全施設の整備を 保全施設の整備を 翌年度繰越額

行う。 行った。 12,533
不用額
1,087

81,080 ２ 海 岸 事 業 費 0 ２ 海 岸 事 業 費 最終予算額

(0) （防災・安全） (0) （防災・安全） 20,000
・水釜海岸で海岸 ・水釜海岸で海岸 翌年度繰越額

保全施設の整備を 保全施設の設計に 20,000
行う。 着手した。 不用額

0

３ 事業の効果/課題
(1) 海岸事業費
(2) 海岸事業費(防災・安全)

効果： 海岸保全施設の防護機能が確保され、台風発生時の高潮・波浪等によ
る被害から県民の生命・財産が守られる。

課題： 海岸保全施設の整備工事を実施するに当たっては、事業地外の海域に
汚濁が流出しないようにする等、環境に十分配慮しながら事業を推進す
る必要がある。
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867,683 ３ 中城湾流域下 762,663 ３ 中城湾流域下 最終予算額

(588,983) 水 道 事 業 建 設 (571,482) 水道事業建設改 862,588

改 良 費 （ 沖 縄 良費（沖縄振興 翌年度繰越額

振 興 公 共 投 資 公 共 投 資 交 付 82,417

交付金） 金） 不用額
・具志川処理区に ・当初計画のうち 17,508

おいて、汚水管渠 汚水管渠の整備、
及び中継ポンプ場 改築を行った。
の整備、改築を行
う。

645,708 ４ 中城湾南部流 647,378 ４ 中城湾南部流 最終予算額

(6,908) 域下水道事業建 (6,908) 域 下 水 道 事 業 648,064

設改良費（沖縄 建設改良費（沖 翌年度繰越額

振興公共投資交 縄 振 興 公 共 投 0

付金） 資交付金） 不用額
・西原浄化センタ ・当初計画のとお 687

ー水処理施設の増 り執行した。
設（設備）等を行
う。

8,400 ５ 再生水事業建 0 ５ 再生水事業建 最終予算額

(0) 設改良費（社会 (0) 設 改 良 費 （ 社 8,400

資本整備総合交 会 資 本 整 備 総 翌年度繰越額

付金） 合交付金） 8,400

・再生水電気設備 ・当初計画のとお 不用額
の設計業務を行う り契約した。 0

2,132,027 ６ 沖縄振興公共 1,604.085 ６ 沖縄振興公共 最終予算額

(475,807) 投資交付金（下 (464,835) 投資交付金（下 2,132,027

水道課市町村事 水 道 課 市 町 村 翌年度繰越額

業） 事業） 516,970

・県内23市町村に ・当初計画のとお 不用額
おいて公共下水道 り執行した。 10,972

を整備する。

12,600 ７ 汚水処理事業 12,430 ７ 汚水処理事業 最終予算額

(0) 策定費 (0) 策定費 12,600

・汚水処理事業の ・当初計画のとお 翌年度繰越額

都道府県構想や統 り執行した。 0

廃合を含む中長期 不用額
計画の等の計画策 170

定に関する検討を
行う。

３ 事業の効果/課題
(1) 中部流域下水道事業建設改良費（沖縄振興公共投資交付金）

効果： 那覇・宜野湾浄化センターの汚水処理施設等の整備により、適切に汚
水を処理し、下水道処理区域に係る公共用水域の水質保全及び生活環境
の向上を図る。また、間接的に沖縄の観光資源である自然環境の保全が
図られ、観光客等の増加に寄与する。

課題： 那覇処理区及び伊佐浜処理区の汚水処理施設は築後40年以上経過して
おり、老朽化・耐震化対策を行うため重点的に整備し、処理能力を確保
する必要がある。

(2) 中部流域下水道事業建設改良費（社会資本整備総合交付金）
効果： 那覇・宜野湾浄化センターの汚水処理施設及び汚泥処理施設等の整備

基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：安心・安全で快適な社会づくり

重点施策事業名：下水道事業（継続）

事 業 期 間：昭和47年度～

部 課 等 名：土木建築部 下水道課

１ 事業の目的・内容
下水道事業を実施している県、市町村において、汚水を収集・処理するための

汚水管渠および汚水処理施設等の整備・改築を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

下水道事 10,927,802 8,457,572

業 (3,018,882) (2,986,753) 最終予算額

11,270,348

執行率
75.04％

翌年度繰越額

2,780,844

不用額
31,932

734,849 １ 中部流域下水 489,835 １ 中部流域下水 最終予算額

(123,449) 道事業建設改良 (119,793) 道 事 業 建 設 改 737,588

費（沖縄振興公 良 費 （ 沖 縄 振 翌年度繰越額

共投資交付金） 興 公 共 投 資 交 245,176

・那覇処理区及び 付金） 不用額
伊佐浜処理区にお ・当初計画のとお 2,577

いて、汚水管渠及 り執行した。
び中継ポンプ場の
整備、改築を行う。

6,526,535 ２ 中部流域下水 4,941,181 ２ 中部流域下水 最終予算額

(1,823,735) 道事業建設改良 (1,823,735) 道事業建設改良 6,869,081

費（社会資本整 費（社会資本整 翌年度繰越額

備総合交付金） 備総合交付金） 1,927,881

・那覇浄化センタ ・当初計画のとお 不用額
ーの水処理施設の り執行した。 18

改築等を行う。
・宜野湾浄化セン
ター水処理施設の
改築（建築・設備）
等を行う。
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867,683 ３ 中城湾流域下 762,663 ３ 中城湾流域下 最終予算額

(588,983) 水 道 事 業 建 設 (571,482) 水道事業建設改 862,588

改 良 費 （ 沖 縄 良費（沖縄振興 翌年度繰越額

振 興 公 共 投 資 公 共 投 資 交 付 82,417

交付金） 金） 不用額
・具志川処理区に ・当初計画のうち 17,508

おいて、汚水管渠 汚水管渠の整備、
及び中継ポンプ場 改築を行った。
の整備、改築を行
う。

645,708 ４ 中城湾南部流 647,378 ４ 中城湾南部流 最終予算額

(6,908) 域下水道事業建 (6,908) 域 下 水 道 事 業 648,064

設改良費（沖縄 建設改良費（沖 翌年度繰越額

振興公共投資交 縄 振 興 公 共 投 0

付金） 資交付金） 不用額
・西原浄化センタ ・当初計画のとお 687

ー水処理施設の増 り執行した。
設（設備）等を行
う。

8,400 ５ 再生水事業建 0 ５ 再生水事業建 最終予算額

(0) 設改良費（社会 (0) 設 改 良 費 （ 社 8,400

資本整備総合交 会 資 本 整 備 総 翌年度繰越額

付金） 合交付金） 8,400

・再生水電気設備 ・当初計画のとお 不用額
の設計業務を行う り契約した。 0

2,132,027 ６ 沖縄振興公共 1,604.085 ６ 沖縄振興公共 最終予算額

(475,807) 投資交付金（下 (464,835) 投資交付金（下 2,132,027

水道課市町村事 水 道 課 市 町 村 翌年度繰越額

業） 事業） 516,970

・県内23市町村に ・当初計画のとお 不用額
おいて公共下水道 り執行した。 10,972

を整備する。

12,600 ７ 汚水処理事業 12,430 ７ 汚水処理事業 最終予算額

(0) 策定費 (0) 策定費 12,600

・汚水処理事業の ・当初計画のとお 翌年度繰越額

都道府県構想や統 り執行した。 0

廃合を含む中長期 不用額
計画の等の計画策 170

定に関する検討を
行う。

３ 事業の効果/課題
(1) 中部流域下水道事業建設改良費（沖縄振興公共投資交付金）

効果： 那覇・宜野湾浄化センターの汚水処理施設等の整備により、適切に汚
水を処理し、下水道処理区域に係る公共用水域の水質保全及び生活環境
の向上を図る。また、間接的に沖縄の観光資源である自然環境の保全が
図られ、観光客等の増加に寄与する。

課題： 那覇処理区及び伊佐浜処理区の汚水処理施設は築後40年以上経過して
おり、老朽化・耐震化対策を行うため重点的に整備し、処理能力を確保
する必要がある。

(2) 中部流域下水道事業建設改良費（社会資本整備総合交付金）
効果： 那覇・宜野湾浄化センターの汚水処理施設及び汚泥処理施設等の整備
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：離島力の向上

重点施策事業名：離島港湾の整備（継続）

事 業 期 間：昭和47年度～令和６年度

部 課 等 名：土木建築部 港湾課

１ 事業の目的・内容
県管理の離島港湾において、一般公衆の利用に供する目的で、港湾内の水域施

設、外郭施設、係留施設、臨港交通施設等の建設及び改良を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

離島港湾 3,219,091 1,926,590 ☆
の整備 (834,344) (802,606) 最終予算額

2,920,579

執行率

66.0％

翌年度繰越額

941,265

不用額

52,724

956,888 １ 港湾改修費 720,297 １ 港湾改修費 最終予算額

（427,888） ・防波堤の整備を （422,981） ・防波堤の整備を 956,888

行う。 行った。 翌年度繰越額

231,684

不用額

4,907

1,322,385 ２ 社会資本整備 518,273 ２ 社会資本整備 最終予算額

（161,385） 総合交付金（港 （161,385） 総合交付金（港 1,022,941

湾） 湾） 翌年度繰越額

・泊地浚渫、岸壁 ・泊地浚渫、岸壁 504,668

の整備を行う。 の整備を行った。 不用額

０

691,329 ３ 沖縄振興公共 487,347 ３ 沖縄振興公共 最終予算額

（165,492） 投資交付金（港 （165,492） 投資交付金（港 692,260

湾） 湾） 翌年度繰越額

・航路浚渫、岸壁、 ・航路浚渫、岸壁、 204,914

物揚場の整備を行 物揚場の整備を行 不用額

う。 った。 0

248,490 ４ 離島利便施設 200,674 ４ 離島利便施設 ☆
(79,580) 整備事業 (52,750) 整備事業 最終予算額

・屋根付き荷捌き ・屋根付き荷捌き 248,490

施 設 の 整 備 を 行 施設の整備を行っ 翌年度繰越額

う。 た。 0

不用額

47,816

により、適切に汚水を処理し、下水道処理区域に係る公共用水域の水質
保全及び生活環境の向上を図る。また、間接的に沖縄の観光資源である
自然環境の保全が図られ、観光客等の増加に寄与する。

課題： 宜野湾浄化センター１･２系水処理施設は築後40年以上経過しており、
老朽化・耐震化対策を行うため、引き続き３系水処理施設を重点的に整
備し、代替能力を確保する必要がある。

(3) 中城湾流域下水道事業建設改良費（沖縄振興公共投資交付金）
効果： 具志川処理区の汚水処理施設及び汚泥処理施設等の整備により、適切

に汚水を処理し、下水道処理区域に係る公共用水域の水質保全及び生活
環境の向上を図る。また、間接的に沖縄の観光資源である自然環境の保
全が図られ、観光客等の増加に寄与する。

課題： 増加する汚水量に対応するため、汚水処理施設の増設及び改築を行う
必要がある。

(4) 中城湾南部流域下水道事業建設改良費（沖縄振興公共投資交付金）
効果： 西原処理区の汚水処理施設及び汚泥処理施設等の整備により、適切に

汚水を処理し、下水道処理区域に係る公共用水域の水質保全及び生活環
境の向上を図る。また、間接的に沖縄の観光資源である自然環境の保全
が図られ、観光客等の増加に寄与する。

課題： 増加する汚水量に対応するため、汚水処理施設の増設及び改築を行う
必要がある。

(5) 再生水事業建設改良費（社会資本整備総合交付金）
効果： 下水道処理水を高度処理し、都市における新たな水資源としてトイレ

用水等の雑用水に活用することにより、水資源の有効利用が図られる。
課題： 処理能力の逼迫及び供給時における冗長性の確保が課題となっている。

(6) 沖縄振興公共投資交付金（下水道課市町村事業）
効果： 公共下水道の整備により、適切に汚水を処理し、公共用水域の水質保

全及び生活環境の向上を図る。また、間接的に沖縄の観光資源である自
然環境の保全が図られ、観光客等の増加が期待できる。

課題： 県内においては、町村部及び離島における下水道人口普及率が低く、
５万人未満の市町村では41.2%（全国51.7%）であり、整備が遅れている
市町村を中心に整備を進める必要がある。

(7) 汚水処理事業計画策定費（下水道課市町村事業）
効果： 広域化・共同化計画の策定により、自治体を越えた施設統廃合や委託

の共同発注を実施し、汚水処理事業の効率的な事業運営を図る。
課題： 同計画に載せる取組の効果検討やロードマップ作成を実施する必要が

あり、令和４年度の同計画の策定に向け、引き続き検討を行う必要があ
る。



－ 391 －

基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：離島力の向上

重点施策事業名：離島港湾の整備（継続）

事 業 期 間：昭和47年度～令和６年度

部 課 等 名：土木建築部 港湾課

１ 事業の目的・内容
県管理の離島港湾において、一般公衆の利用に供する目的で、港湾内の水域施

設、外郭施設、係留施設、臨港交通施設等の建設及び改良を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

離島港湾 3,219,091 1,926,590 ☆
の整備 (834,344) (802,606) 最終予算額

2,920,579

執行率

66.0％

翌年度繰越額

941,265

不用額

52,724

956,888 １ 港湾改修費 720,297 １ 港湾改修費 最終予算額

（427,888） ・防波堤の整備を （422,981） ・防波堤の整備を 956,888

行う。 行った。 翌年度繰越額

231,684

不用額

4,907

1,322,385 ２ 社会資本整備 518,273 ２ 社会資本整備 最終予算額

（161,385） 総合交付金（港 （161,385） 総合交付金（港 1,022,941

湾） 湾） 翌年度繰越額

・泊地浚渫、岸壁 ・泊地浚渫、岸壁 504,668

の整備を行う。 の整備を行った。 不用額

０

691,329 ３ 沖縄振興公共 487,347 ３ 沖縄振興公共 最終予算額

（165,492） 投資交付金（港 （165,492） 投資交付金（港 692,260

湾） 湾） 翌年度繰越額

・航路浚渫、岸壁、 ・航路浚渫、岸壁、 204,914

物揚場の整備を行 物揚場の整備を行 不用額

う。 った。 0

248,490 ４ 離島利便施設 200,674 ４ 離島利便施設 ☆
(79,580) 整備事業 (52,750) 整備事業 最終予算額

・屋根付き荷捌き ・屋根付き荷捌き 248,490

施 設 の 整 備 を 行 施設の整備を行っ 翌年度繰越額

う。 た。 0

不用額

47,816
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：離島力の向上

重点施策事業名：圏域の拠点港湾等の整備（継続）

事 業 期 間：平成 24年度～令和４年度

部 課 等 名：土木建築部 港湾課

１ 事業の目的・内容
県内の各港湾管理者（石垣市、宮古島市）が行う港湾改修事業等に要する費用

を補助する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

圏域の拠 409,144 １ 沖縄振興公共 274,578 １ 沖縄振興公共 最終予算額

点港湾等 （ 202,592） 投資交付金（港 （ 185,813） 投資交付金（港 409,144

の整備 湾 課 市 町 村 事 湾 課 市 町 村 事 執行率

業） 業） 67.1％

・物揚場の整備を ・物揚場の整備を 翌年度繰越額

行う。 行った。 117,787

不用額

16,779

３ 事業の効果/課題
(1) 沖縄振興公共投資交付金（港湾課市町村事業）
効果： 就航船舶の大型化に対応した物揚場を整備することで、利便性の向上

及び円滑な荷捌きや輸送の安定性が確保される。
課題： 関係機関及び港湾施設利用者等との調整に時間を要することから、供

用開始時期を考慮した計画を立て、適切に進捗管理を行う必要がある。

３ 事業の効果/課題
(1) 港湾改修費
(2) 社会資本整備総合交付金（港湾）
(3) 沖縄振興公共投資交付金（港湾）
(4) 離島利便施設整備事業

効果： 船舶の安全性や定時性が確保され、県民が安心した生活を送ることが
できる。また、港湾利用者の利便性が向上し、観光振興及び産業振興に
寄与することができる。

課題： 社会経済の進展に伴い船舶の大型化が進んでいること、人流・物流機
能の利便性・快適性の向上が求められていること、いまだ港内静穏度が
悪く船舶就航率が低いこと等が課題となっている。
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：離島力の向上

重点施策事業名：圏域の拠点港湾等の整備（継続）

事 業 期 間：平成 24年度～令和４年度

部 課 等 名：土木建築部 港湾課

１ 事業の目的・内容
県内の各港湾管理者（石垣市、宮古島市）が行う港湾改修事業等に要する費用

を補助する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

圏域の拠 409,144 １ 沖縄振興公共 274,578 １ 沖縄振興公共 最終予算額

点港湾等 （ 202,592） 投資交付金（港 （ 185,813） 投資交付金（港 409,144

の整備 湾 課 市 町 村 事 湾 課 市 町 村 事 執行率

業） 業） 67.1％

・物揚場の整備を ・物揚場の整備を 翌年度繰越額

行う。 行った。 117,787

不用額

16,779

３ 事業の効果/課題
(1) 沖縄振興公共投資交付金（港湾課市町村事業）
効果： 就航船舶の大型化に対応した物揚場を整備することで、利便性の向上

及び円滑な荷捌きや輸送の安定性が確保される。
課題： 関係機関及び港湾施設利用者等との調整に時間を要することから、供

用開始時期を考慮した計画を立て、適切に進捗管理を行う必要がある。
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令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

離島空港 998,602 ４ 新石垣空港国 807,394 ４ 新石垣空港国 最終予算額

整備事業 際線旅客施設強 際線旅客施設強 998,602

化事業 化事業 翌年度繰越額

・石垣空港ターミ ・石垣空港ターミ 191,208

ナル株式会社が実 ナル株式会社が実
施する国際線ター 施する国際線ター
ミナル増改築等工 ミナル増改築等工
事に要する費用の 事に要する費用の
一部を補助する。 一部を補助した。

３ 事業の効果/課題
(1) 公共離島空港整備事業

効果： 国庫補助事業を活用し、航空需要や地域のニーズ及び施設の老朽化状
況等を踏まえた空港基本施設の建設、拡張、更新・改良整備等を実施す
ることにより、空港施設の機能確保・向上及び利用者の利便性・快適性
向上を図り、また、安心して利用できる航空路網を支援し、離島地域の
暮らしや観光などの産業の活性化に寄与することができる。

課題： 空港を運用しながら施設整備を行うことから、関係機関（航空会社、
空港管理事務所、国機関など）との調整を行いながら事業を計画・実施
していく必要がある。

(2) 県単離島空港整備事業費
効果： 空港基本施設の拡張、更新・改良整備等に向けた基礎調査、基本計画

策定、施設の点検・調査、維持・修繕工事等を実施することにより、空
港施設の機能確保・向上及び利用者の利便性・快適性向上を図るなど、
離島地域の暮らしや観光などの産業の活性化に寄与することができる。

課題： 事業の実施にあたっては、関係機関（航空会社、空港管理事務所、国
機関など）と調整を行った上で進める必要がある。

(3) 南ぬ島国際観光戦略拠点整備事業
効果： 八重山圏域の戦略的な国際交流拠点として新石垣空港国際線ターミナ

ルを本格整備することで、外国人観光客受け入れ体制を整え、本県のリ
ーディング産業である観光の振興に寄与する。

課題： 令和３年度内事業完了を目指して取り組んできたが、施工箇所に不具
合が見つかり、不測の日数が生じたことから、年度内事業完了が不可と
なり、令和４年度へ繰越すこととなった。今後は予算の適正管理と執行
に努めながら、事業主体である石垣空港ターミナル（株）と連携し予定
工期内に事業完了するよう進捗管理に取り組んでいく。

(4) 新石垣空港国際線旅客施設強化事業
効果： 八重山圏域の戦略的な国際交流拠点として新石垣空港国際線ターミナ

ルを本格整備することで、外国人観光客受け入れ体制を整え、本県のリ
ーディング産業である観光の振興に寄与する。

課題： 令和３年度内事業完了を目指して取り組んできたが、施工箇所に不具
合が見つかり、不測の日数が生じたことから、年度内事業完了が不可と
なり、令和４年度へ繰越すこととなった。今後は予算の適正管理と執行
に努めながら、事業主体である石垣空港ターミナル（株）と連携し予定
工期内に事業完了するよう進捗管理に取り組んでいく。

基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：離島力の向上

重点施策事業名：離島空港整備事業（継続）

事 業 期 間：昭和47年度～

部 課 等 名：土木建築部 空港課

１ 事業の目的・内容
離島空港施設の更新整備及び機能向上に向けた基礎調査、施設整備及び維持修

繕を行うとともに、耐震化対策を推進する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

離島空港 5,175,140 3,662,968 ☆
整備事業 (480,364) (408,345) 最終予算額

5,175,140

執行率
70.8％

翌年度繰越額

1,411,289

不用額
100,883

1,182,920 １ 公共離島空港 394,795 １ 公共離島空港 最終予算額

(184,425) 整備事業 (121,632) 整備事業 1,182,920

・空港の基本施設 ・空港の基本施設 翌年度繰越額

の維持更新整備の の維持更新整備を 704,480

実施。 実施した。 不用額
83,645

827,052 ２ 県単離島空港 709,016 ２ 県単離島空港 最終予算額

(295,939) 整備事業費 (286,713) 整備事業費 827,052

・空港施設の機能 ・空港施設の機能 翌年度繰越額

向上に向け、調査、 向上に向け、調査、 100,798

更新整備及び耐震 更新整備及び耐震 不用額
化対策を実施・検 化対策を実施・検 17,238

討する。 討した。

2,166,566 ３ 南ぬ島国際観 1,751,763 ３ 南ぬ島国際観 ☆
光戦略拠点整備 光戦略拠点整備 最終予算額

事業 事業 2,166,566

・石垣空港ターミ ・石垣空港ターミ 翌年度繰越額

ナル株式会社が実 ナル株式会社が実 414,803

施する国際線ター 施する国際線ター
ミナル増改築工事 ミナル増改築工事
に要する費用の一 に要する費用の一
部を補助する。 部を補助した。
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令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

離島空港 998,602 ４ 新石垣空港国 807,394 ４ 新石垣空港国 最終予算額

整備事業 際線旅客施設強 際線旅客施設強 998,602

化事業 化事業 翌年度繰越額

・石垣空港ターミ ・石垣空港ターミ 191,208

ナル株式会社が実 ナル株式会社が実
施する国際線ター 施する国際線ター
ミナル増改築等工 ミナル増改築等工
事に要する費用の 事に要する費用の
一部を補助する。 一部を補助した。

３ 事業の効果/課題
(1) 公共離島空港整備事業

効果： 国庫補助事業を活用し、航空需要や地域のニーズ及び施設の老朽化状
況等を踏まえた空港基本施設の建設、拡張、更新・改良整備等を実施す
ることにより、空港施設の機能確保・向上及び利用者の利便性・快適性
向上を図り、また、安心して利用できる航空路網を支援し、離島地域の
暮らしや観光などの産業の活性化に寄与することができる。

課題： 空港を運用しながら施設整備を行うことから、関係機関（航空会社、
空港管理事務所、国機関など）との調整を行いながら事業を計画・実施
していく必要がある。

(2) 県単離島空港整備事業費
効果： 空港基本施設の拡張、更新・改良整備等に向けた基礎調査、基本計画

策定、施設の点検・調査、維持・修繕工事等を実施することにより、空
港施設の機能確保・向上及び利用者の利便性・快適性向上を図るなど、
離島地域の暮らしや観光などの産業の活性化に寄与することができる。

課題： 事業の実施にあたっては、関係機関（航空会社、空港管理事務所、国
機関など）と調整を行った上で進める必要がある。

(3) 南ぬ島国際観光戦略拠点整備事業
効果： 八重山圏域の戦略的な国際交流拠点として新石垣空港国際線ターミナ

ルを本格整備することで、外国人観光客受け入れ体制を整え、本県のリ
ーディング産業である観光の振興に寄与する。

課題： 令和３年度内事業完了を目指して取り組んできたが、施工箇所に不具
合が見つかり、不測の日数が生じたことから、年度内事業完了が不可と
なり、令和４年度へ繰越すこととなった。今後は予算の適正管理と執行
に努めながら、事業主体である石垣空港ターミナル（株）と連携し予定
工期内に事業完了するよう進捗管理に取り組んでいく。

(4) 新石垣空港国際線旅客施設強化事業
効果： 八重山圏域の戦略的な国際交流拠点として新石垣空港国際線ターミナ

ルを本格整備することで、外国人観光客受け入れ体制を整え、本県のリ
ーディング産業である観光の振興に寄与する。

課題： 令和３年度内事業完了を目指して取り組んできたが、施工箇所に不具
合が見つかり、不測の日数が生じたことから、年度内事業完了が不可と
なり、令和４年度へ繰越すこととなった。今後は予算の適正管理と執行
に努めながら、事業主体である石垣空港ターミナル（株）と連携し予定
工期内に事業完了するよう進捗管理に取り組んでいく。
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：離島力の向上

重点施策事業名：定住を支援する道路整備（継続）

事 業 期 間：平成７年度～

部 課 等 名：土木建築部 道路街路課

１ 事業の目的・内容
離島の自立的な地域づくりと定住支援を図るため、地域特性に応じた道路整備

を推進するとともに、空港、港湾、漁港等の交通拠点間を相互に連結させるため
の整備を実施する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

定住を支 2,580,733 1,774,953 最終予算額

援する道 (827,031) (827,031) 2,575,101
路整備 執行率

68.9％
翌年度繰越額

791,410
不用額

8,738

2,243,568 １ 沖縄振興公 1,569,031 １ 沖縄振興公 最終予算額

(729,951) 共投資交付金 (729,951) 共投資交付金 2,212,736
（道路） （道路） 翌年度繰越額

・ 石 垣 空 港 線 ほ ・当初計画のと 643,705
か７箇所 おり執行した。

337,165 ２ 沖 縄 振 興 公 205,922 ２ 沖縄振興公 最終予算額

(97,080) 共 投 資 交 付 金 (97,080) 共投資交付金 362,365
事業費（街路） 事業費（街路） 翌年度繰越額

・ マ ク ラ ム 通 り ・当初計画のう 147,705
線ほか３箇所 ち２箇所執行し 不用額

た。 8,738

３ 事業の効果/課題
(1) 沖縄振興公共投資交付金（道路）

効果： 当該事業を実施することにより、離島地域における定住条件の改善、
自立的な地域づくり、地域産業の活性化等へ寄与している。

課題： 用地取得において、単価や補償内容不満・相続関係人多数で交渉に相
当な時間を要している。

(2) 沖縄振興公共投資交付金（街路）
効果： 離島住民の生活利便性の向上及び観光地へのアクセス性の向上等、地

域特性に応じた道路整備により、離島振興に寄与している。
課題： 用地取得にあたり、単価や補償内容不満、相続関係人多数などの場合

には、交渉に相当な時間を要している。


